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生存率について

がん医療を評価する重要な指標として、生存率が用

いられており、さまざまな研究結果が発表されている。

通常は、診断後あるいは治療後 年経過した時の生存

率が治癒の目安とされており、部位によっては 年生

存率を用いられることもある。信頼性の高い生存率を算

定するためには来院情報だけにたよらずに、診断から

年（ 年）後における患者の生存状況を把握する生存

確認調査（いわゆる予後調査）が必須となる。この生存

状況の把握が不十分な場合には実態より高い生存率と

なることが多く、それ以外にも生存率を算出した対象集

団の偏りなどによっても大きな影響が出る等、結果の解

釈にはさまざまな留意点が存在する。

生存率の意味と意義 

診断から一定期間後に生存している確率を「生存率」

という。通常は診断数に対する割合として％で示さ

れる。

がん患者の生存率は、がん患者の治療効果を判定

する最も重要かつ客観的な指標である。

診断からの期間によって、生存率は異なっているが、

部位別生存率を比較する場合の指標として、５年生

存率がよく用いられており、便宜上、治癒率の目安と

なっている。

この報告では、がん診療連携拠点病院 年全国

集計の結果を踏まえて、 年の 年生存率を集計し

た。いくつかの研究において、この生存状況把握割合

によって相対生存率が ～ 異なると報告されており、

先行して施設別情報を含めて公表をしてきた全国がん

（成人病）センター協議会の集計結果を踏まえて、生存

状況把握割合 ： を基準として、この基準を全がんに

おいて達成した施設のデータのみを集計の対象とした。

この生存状況把握割合は国際的には 以上が望まし

いとされており、わが国の院内がん登録でもより高い把

握割合をめざすべきであると考えられる。

生存率の種類 

生存率には、その算出の仕方によって「実測生存率」、

「補正生存率」、「相対生存率」がある。

「実測生存率」は、死因に関係なく、全ての死亡を計

算に含めた生存率で、診断例に対する～年後の生存

患者の割合で示される。計算方法は複数存在するが、

法が頻用され、医療機関の公表する生存

率は 法による実測生存率であることが多

い。本報告においても、実測生存率については

法を用いて計算して比較を行っている。

実測生存率で計算される対象にはがん以外の死因

による死亡も含まれるため、がんが死因でないケースを

除いて計算する「補正生存率」が用いられることもある。

しかし、補正生存率は、がんが死因でないかどうかが判

定できなければ計算ができず、原死因を用いて死因と

するか、それ以外の死因も含めて判定するかで結果が

変わってくる。実際にはこの死因の把握はかなり困難を

伴うこともあり、算定が難しい方法といえる。

このため、がん以外の死因で死亡する可能性に強く

影響しうる要因（性、年齢など）が異なる集団で生存率

を比較する場合には、性別・年齢分布、診断年が異な

る集団において、がん患者の予後を比較するために、

実測生存率を対象者と同じ性・年齢分布をもつ日本人

の期待生存確率で割って算出する「相対生存率」が、

国際的な比較を含めて、しばしば用いられる。また、こ

の相対生存率は対象となる件数が少ない場合は不安

定となり、一般に 件以上を対象として算定するべきと

いわれている。

相対生存率を計算するには、対象者の性別・年齢

別・暦年別の生存率表（コホート生存率表）を用いて対

象者の期待生存率を求め、期待生存率で実測生存率

を除すことで相対生存率を求めることができる。その算

出方法にも Ⅰ法、 Ⅱ法、 法があ

るが、本集計においては、従来からわが国で推奨され

てきた Ⅱ法を用いた。

 

既存の生存率集計 

現在までに、原則として全国を対象とし、かつ臓器別

ではなく、全がんを対象として公表されてきたがんの
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はじめに

がん診療連携拠点病院 院内がん登録全国集計による５年生存率の公表にあたって

 

平成 28 年 1 月からの「がん登録等の推進に関する法律」の施行を控え、がん対策の基礎情報

ともいうべきがん登録情報の整備が急務となっております。 

国立がん研究センターでは、がん対策情報センターを中心に、法律に基づく全国がん登録及

び院内がん登録の標準化や体制整備に努めておりますが、2007 年診断症例以降を対象に開始

したがん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計に関して、今般、5 年相対生存率を集計して

公開することができるようになりました。 

標準的な院内がん登録が拠点病院等に普及し始めて、ようやく全国規模でのデータの収集が

可能となった 2007 年の集計であることから、今年度の公表は都道府県別の集計結果に限ってお

りますが、将来的には、施設別の生存率を含めての公表の方向で、検討を進めています。  

5 年相対生存率はがん診療のアウトカム指標の一つですが、その解釈と利用には慎重な考察

が必要です。この集計を出発点として、関係者の中での生存率についての議論が深まり、データ

の評価や解析から、がん診療の質の向上、さらにはがん対策を通じて「がんにならない、がんに負

けない、がんと生きる社会」の実現につながることを願ってやみません。 

 

 

 

平成 27 年 9 月 

   国立研究開発法人国立がん研究センター 理事長 

       堀 田 知 光 
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生存確認調査（予後調査）

生存確認調査 

生存確認調査（予後調査）とは、生存率を計算するた

めに、がんと診断されてから～年後の患者の生死状況

の確認をすることをいう（一般には 年あるいは 年後

に調査が行われる）。自施設での受診歴等を確認し、一

定期間受診していない患者については役場などに問い

合わせを行う形で実施されている。生存率の算定にお

いて、この生存確認調査が大きな課題となっており、生

死判明率が という基準を達成できない施設がかなり

存在する原因はこの調査にあるといえる。

実際には、自施設の来院履歴を確認して最終来院

日あるいは死亡日をデータとして入力する。この際、

年目以降に受診されていれば「生存」と判定、自施設で

亡くなっていれば「死亡」と判定できるが、そうでない場

合は自施設の持つ内部情報では「生死が不明」となり、

いわゆる外部照会を行うことになる。

外部照会の方法 

外部照会には、いくつかの方法がある。まとめて「役

場照会」と呼ばれる「戸籍照会」「住民票照会」、患者・

家族に直接郵便や電話等で行う「直接照会」、紹介医

療機関への問合せで行う「医療機関間照会」の他にも、

地域がん登録等からの情報還元を利用したり、施設に

よっては、新聞のお悔やみ欄を確認して内部情報を補

完したりして、生存状況の把握に努めている。国立がん

研究センターがん対策情報センターでは、こうした拠点

病院の調査を支援するために、「予後調査支援事業」を

実施しており、平成 年度には 件（ 施設）、

平成 年度には 件（ 施設）の情報提供を

受け、各々 年診断例の 年後と 年例の 年

後（平成 年度）、 年診断例の 年後と 年

診断例の 年後（平成 年度）の生存確認調査として、

がん対策情報センターが患者個人情報をとりまとめて、

市区町村に住民票照会を行う形で拠点病院の調査を

支援した。最新の 年度事業では、提供情報の重複

排除やデータの質チェックを行った後、 市区町村

に 件の住民票照会を行ったが、本人同意など

の問題から対応できない市区町村（未回答： 市区町村

を含む）が 市区町村（全体の ）で、こうした対

応不可市区町村に照会した照会件数は 件で、

全体の が照会結果不明となっている。このように

住民票照会ができない場合、各拠点病院が本人同意を

取得する等の手続を経て個別に照会をする必要があり、

人口の大きな市区町村が対応しない場合は、その地区

の生存率が不明となり、がん対策を検討する上で、大き

な障害となる懸念がある。（今回の生存率集計に貢献し

た 年度の結果を報告書から転載して以下に示す）

全国がん登録の生存確認調査 

平成 年 月から実施される「全国がん登録」では、

施設での生存確認調査が円滑にでき、その結果をもと

に施設のがん医療の質を向上させることを目的に、全

国がん登録で判明した生存確認情報を医療機関が利

用することができる仕組みとなるが、平成 （ ）年の

診断例はこの仕組みでの情報利用ができる反面、それ

以前の診断例では現状のままで、生存確認調査が不十

分であるため、少なからぬ施設が生存率を算出できな

いということになる。

914 
708 

145 

65 
市区町村数（平成25年調査） 

無償で判明 

有償で判明 

他の理由で 
情報提供なし 

未回答 

予後調査支援事業の結果 

44580 

75502 

20363 

2274 
対象症例数（平成25年調査） 

無償で判明 

有償で判明 

他の理由で 
情報提供なし 

未回答 
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年生存率には、地域がん登録によるもの（表 ～ ）、

全国がん（成人病）センター協議会によるもの（表

～ ）があり、これらは全て相対生存率で算出されている。

本報告書の中でも、相対生存率を「生存率」と称するの

で、実際に 年後に生存できた割合ではない点に留意

する必要がある。

地域がん登録におけるがんの生存率は、最新が

～ 年診断例で、全がんの 年相対生存率は 。

宮城・山形・新潟・福井・滋賀・大阪・長崎の 府県デー

タが元になっており、対象としては、上皮内がんを除く

悪性のみで、他にも年齢 歳以上を除くなどに限定し

て算定されている。

全がん協の 年生存率は、本集計と同様に院内がん

登録をベースとしたもので、同協議会加盟 施設の

～ 年診断例から算定したものが最新で、良性

腫瘍・上皮内がんおよび病期０期を除き、年齢では

歳未満と 歳以上を除外した上で、自施設で初回治

療を開始した症例のみを集計対象としている。最新デ

ータでは、全がんの 年相対生存率が となってい

る。本集計は、データソースや集計方法において、全が

ん協の 年生存率公表に倣いつつ、地域がん登録との

整合性にも配慮して行った。

 

生存率をどう解釈するか 

本集計による生存率は、地域がん登録や全がん協の集

計結果に比べても、より広汎な集計データといえるが、

それでも拠点病院に限ってのデータであることに留意

する必要がある。また、 年当時の院内がん登録の

状況を鑑みると、登録対象の見つけ出しや病期分類の

正確さなどにおいて課題が大きかった時期であり、施設

数が少ない都道府県のデータについてはかなりの偏り

あるいは不正確さが存在していることを想定する必要が

ある。このため、生存率に影響を与えることが想定される

①性別、②年齢、③病期（がんの進行状況）、④観血的

治療の有無（手術されたか、されなかったか）、⑤組織

型（肺がんの場合）、などの他、全体としては集計対象

外とした上皮内がんの割合なども、生存率の結果だけ

でなく、併記して示している。都道府県単位の情報であ

っても、これらの要素・割合が異なっている場合には、

生存率の数値が異なることになり、当該都道府県のが

ん医療の優劣の評価には直接つながらないと考えられ

る。 年診断例以降の生存率算定では、施設別生

存率の公表の視野に検討を進めていくことになるが、対

象件数が少なくなればなるほど、上記の要素の分布な

どの偏りがかなり影響してくることが予想され、ある程度

長いスパンで数値の解釈を考えていく必要がある。本

報告書は施設別生存率の評価に向けての第一歩であ

り、この結果をもとに、がん医療の実態の評価を実施す

るための方向性を示すと共に、課題を解決していく出発

点となるものと考えられる。

全がん協調査などでは、消息判明率と呼ばれてきたが、本報告書ではこの呼び方で表記する。
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生存確認調査（予後調査）
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年生存率集計 調査方法

１．収集の対象と方法

１ 収集の対象

本集計では、平成 年 月時点のがん診療連携拠

点病院で、院内がん登録 年診断例の通年データ

を持ち、死亡日、最終生存確認日、生存期間等の生存

状況情報を含めたデータ提出が可能と考えられる全国

のがん診療連携拠点病院 施設を対象に、「予後情

報付集計」の名称で、 年 年予後情報付登録情報

の提供を依頼した。調査対象例は、平成 （ ）年

月 日から 月 日までの 年間に、自施設で診断

または他施設で既に診断されて自施設に初診した、全

悪性新生物（がん）及び頭蓋内の良性及び良悪性不詳

の腫瘍の登録患者 である。これら対象例の 年予後情

報付の登録情報（以下「予後情報付腫瘍データ」とい

う。）の提供を依頼した。なお、各施設における登録対

象患者は、下記の通りである。

各施設における登録患者について

各施設における登録対象は、登録を実施する自施設

での新規の診断患者または他施設で診断された初診

患者であり、初発例、再発例が共に含まれる。また、治

療を行わない経過観察例も含まれる。セカンドオピニオ

ンのみを目的とした初診に関しては登録対象とするかど

うかは各施設の判断に任されている。 腫瘍 登録の原

則に基づき、同一患者に別のがん種と判断されるがん

が同時または時間をあけて（異時性に）生じた場合には、

多重がんとして登録される。多重がんの判断は各施設

に任されている。登録済みの同じがんについて当該施

設で治療中に再発した患者については登録対象では

ないが、同じ患者が同じがんで複数のがん診療連携拠

点病院を受診した場合は、異なる施設において同じ患

者の同じがんが登録されている可能性がある。（本全国

集計では提供されたデータは匿名化後のデータである

ため、重複の整理は行わない。）

２ 収集方法

平成 年 月 日に、対象施設に、「院内がん登録

予後情報付集計 手順書」を送付し、手順書に従って

作成されたデータの提供を依頼した。データは、エラー

チェックのための品質管理ツールを用いインターネット

（ネットワーク型）を通しての提出を依頼した。データ収

集期間は、平成 年 月 日から 月 日までとし

た。

提出においては、「がん診療連携拠点病院院内がん

登録標準登録様式登録項目とその定義 年度版

修正版」において定義された標準項目（以下「標準項目」

と略す。）を満たす腫瘍データを収集した。項目の品質

管理（定義通りの項目・区分で登録されているか、関連

する項目間の登録内容に矛盾はないか等）については、

ネットワーク型ではデータの収受の段階で品質管理を

実施し、論理矛盾がない状態でのデータ提供への協力

を依頼した。なお、健総発第 号「がん診療連携

拠点病院で実施する院内がん登録における必須項目

の標準登録様式に係る改正等」において定義された必

須項目のみでのデータ提供及び従来型の光学メディア

記録の形でのデータ提供についてはデータ精度管理

上の問題から収集には含めていない。

３ 収集項目と定義

収集項目は、前述の診断から 年後の生存状況の情

報を含む標準項目である。また、予後情報付腫瘍デー

タの提出にあたり、下記の計算式に従って、追跡期間

（日数）を計算し入力するよう依頼した。

追跡期間（日数）の計算方法

追跡期間（日数）とは、起算日から生存最終確認日も

しくは死亡日までの日数とする。起算日は、原則的に

「項目 ：診断日 」をもって起算日とする。ただし、

「診断日 」の記載がカルテ等にない場合は、「項目

：当該腫瘍初診日」を起算日とする。「当該腫瘍初診

日」の記載もない場合は、「項目 ：入院日」を起算日

とする。追跡日とは、死亡日があれば死亡日、死亡日が

空欄の場合は生存最終確認日とする。

追跡期間 （日） 追跡日 – 起算日
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を依頼した。なお、健総発第 号「がん診療連携

拠点病院で実施する院内がん登録における必須項目

の標準登録様式に係る改正等」において定義された必

須項目のみでのデータ提供及び従来型の光学メディア

記録の形でのデータ提供についてはデータ精度管理

上の問題から収集には含めていない。

３ 収集項目と定義

収集項目は、前述の診断から 年後の生存状況の情

報を含む標準項目である。また、予後情報付腫瘍デー

タの提出にあたり、下記の計算式に従って、追跡期間

（日数）を計算し入力するよう依頼した。

追跡期間（日数）の計算方法

追跡期間（日数）とは、起算日から生存最終確認日も

しくは死亡日までの日数とする。起算日は、原則的に

「項目 ：診断日 」をもって起算日とする。ただし、

「診断日 」の記載がカルテ等にない場合は、「項目

：当該腫瘍初診日」を起算日とする。「当該腫瘍初診

日」の記載もない場合は、「項目 ：入院日」を起算日

とする。追跡日とは、死亡日があれば死亡日、死亡日が

空欄の場合は生存最終確認日とする。

追跡期間 （日） 追跡日 – 起算日
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④ 化学療法、免疫療法・ 、内分泌療法

症状緩和のための薬物療法（鎮痛剤、制吐剤）などは

含まない。また、通常の静注・経口化学療法だけではな

く、肝動脈化学塞栓療法（ ）に含まれる化学療法

や動注療法も化学療法に分類される。内分泌療法には

前立腺癌における除睾術等も含まれる。

⑤外科的・体腔鏡的・内視鏡的治療の結果

当該のがんに対する外科・体腔鏡的・内視鏡的治療

の根治度を登録する。ここでは、初回治療として行った

総合的な結果を記載する。つまり、最初内視鏡的な治

療を行ったが、その後外科的な追加切除が行われた場

合は、外科的切除の根治度を登録する。

２．集計の対象と集計方法

１ 集計の対象

データ提出を依頼した 施設中 施設からデータ

が提供された（協力率 ）。

 生存状況把握割合算出のための集計対象

集計対象症例区分及び診断日

集計対象施設から提供されたデータを、表 集計

用診断日の決定のルール、及び表 集計用症例区

分の決定のルールに基づいて、項目：「集計用診断日」、

項目：「集計用症例区分」を作成した。なお、本集計で

は、 「症例区分 診断ならびに初回治療に関する決

定・施行がなされた症例」及び「症例区分 他施設で診

断確定され、自施設で初回治療方針に関する決定・施

行が行われた症例」を集計対象とした。集計用診断日

が 年でない場合は当該データを集計対象外とし

た。

新生物＜腫瘍＞の性状コード

本集計では、原則として新生物＜腫瘍＞の性状コー

ド の「悪性、原発部位（悪性新生物＜腫瘍＞）」の例を

集計対象とした。

死亡日

「項目 ：予後調査結果」において、死亡と登録

されているにも関わらず、「項目 死亡日」が登

録されていなかった例（死亡日不詳例）については、

「項目 生存最終確認日」を死亡日として用いた。

死亡日及び生存最終確認日ともに不詳であった場合

は、集計から除外した。

追跡期間（日数）

追跡期間（日数）は正確な生存率を算出するために

必須の項目である。集計では、追跡期間（日数）が未入

力であった例は、集計対象から除外した。また各施設で

入力された追跡期間（日数）が、死亡日または生存最終

確認日から算出した追跡期間（月数）と乖離していない

かを検討した。その結果、登録されている死亡日または

生存最終確認日から算出した追跡期間（月数）と大きく

乖離があった例は集計から除外した。

年齢と性別

相対生存率は、性別、年齢（診断時）、診断年からコ

ホート生存率表を用いて算出する。そのため、年齢及

び性別が不明であった例は集計対象から除外した。

生存状況把握割合

生存率の算出において、集計対象例の 年後の生存

状況を把握していることは必須である。しかしながら、生

存確認調査の実施においては、障害も多く、生存状況

把握割合が低い施設も存在する。そこで、本集計では

前述の集計対象例（全がん）の生存状況把握割合が

以上の施設を集計対象とした。つまり、死亡及び死

亡日が登録されていないないにも関わらず追跡期間

（日数）が 年未満（ 日）であった場合を打ち切り

例とみなし、施設の全登録（症例区分 ， 及び新生物

＜腫瘍＞の性状コードが ）における打ち切り例が

未満の施設を集計対象とした。

 相対生存率の集計対象

年登録例は、院内がん登録が開始されて初めて

収集された例であり、登録されている 分類

の 、 、 情報からみて臨床病期が正しく登録されて

いないと考えられる例が散々された。そこで、本集計で

は登録されている 分類のＴ，Ｎ，Ｍ情報から
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本集計に関連する項目について以下に記述する。そ

の他の標準項目の定義は、 年全国集計報告書を

参照いただきたい。

診断区分

診断区分は、わが国の地域がん登録との整合性を図

るために用いられている分類で、「 初発（治療開始

前）」、「 治療開始後」に分けられる。この項目は当該

腫瘍について自施設に受診する前に他施設において

既に治療が開始されていたか否かを区別するもので、こ

の項目が「１：初発（治療開始前）」であったケースでは、

自施設で行われた治療は初回治療とみなす。本来であ

れば、一連の治療方針の下で施設を問わずに初回治

療とされるべきであるが、わが国の現状では、施設が異

なると、一連の治療であるかないかが判明しないことが

多く、そのため、他施設での治療の情報は、初回治療

であっても「初回治療なし」とするルールを定めている。

症例区分

症例区分は生存率の算定等で対象となる患者範囲を

決定する重要な区分である。院内がん登録の機能の一

つには、各施設の対がん医療活動の評価のための基

礎資料を提供することにある。他施設と比較し自施設の

がん診療実態を把握するためには、がん対象例を正し

く識別する必要がある。この項目では、初回診断（登録

施設での診断の有無）と初回治療（登録施設における

初回治療の有無）の組み合わせにより患者を分類する

ための区分を登録している。本集計では、原則として

「症例区分 診断ならびに初回治療に関する決定・施

行がなされた症例」及び「症例区分 他施設で診断確

定され、自施設で初回治療方針に関する決定・施行が

行われた症例」を分析対象とする。また、施設によって

は前述の診断区分のみを入力している施設もあり、本

集計では診断区分の組み合わせから症例区分を算出

する対応表を用いて集計を行った。

治療前ステージ

の定める病期の分類方法に基づき、何らかの

治療が行われる以前につけられたステージを指す。わ

が国の一般的な臨床現場で使用される癌取扱い規約

に基づくステージとは若干異なる部分がある。胃、乳房、

肝臓、大腸、肺についてのみ、標準項目とされているが、

他のがんについては任意の登録となっている。肝臓に

ついては、取扱い規約のステージも標準項目として登

録することになっている。

前医で治療がなされており治療前のステージが不明

の場合などは「不明」に分類されるか、空白のままで登

録される。わが国の診療情報に関わる施設間の情報交

換に関する懸念からこのような方針をとっている。

年登録対象は、 第 版準拠で登録

されている。

治療の有無

院内がん登録において登録される治療は、登録対象

となったがんに対する初回治療である。初回治療とは治

療開始時点で計画された一連の治療のことであり、症

状・治療の進行に従って後に追加された治療などは含

まれない。当初経過観察が計画されていたが、病状が

悪化したために治療が行われた場合なども「初回治療

なし」となる。また、症状緩和的な目的で行われた手術

や放射線治療は、部分的に腫瘍に対する治療であると

いえることから登録対象に対する治療の一環に考える

が、腫瘍に影響のない、鎮痛剤や制吐剤などの治療は、

「治療あり」としない。

現時点の院内がん登録では、「 診断区分 」で既

に述べたとおり、登録施設で行われた治療のみを「初回

治療あり」としている。

① 手術・体腔鏡的治療

手術とは一般に外科的治療を指し、体腔鏡とは麻酔

下に行われる腹腔鏡、胸腔鏡などの手術を指す。これ

らには、消化管や気管支内視鏡による治療を含めな

い。

② 内視鏡治療

上記で除外された、消化管、気管支内視鏡などによる

治療を指す。

③ 放射線治療

原発巣に対する放射線治療だけではなく転移巣に対

する放射線治療も含まれる。小線源療法も放射線治療

として登録される。
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④ 化学療法、免疫療法・ 、内分泌療法

症状緩和のための薬物療法（鎮痛剤、制吐剤）などは

含まない。また、通常の静注・経口化学療法だけではな

く、肝動脈化学塞栓療法（ ）に含まれる化学療法

や動注療法も化学療法に分類される。内分泌療法には

前立腺癌における除睾術等も含まれる。

⑤外科的・体腔鏡的・内視鏡的治療の結果

当該のがんに対する外科・体腔鏡的・内視鏡的治療

の根治度を登録する。ここでは、初回治療として行った

総合的な結果を記載する。つまり、最初内視鏡的な治

療を行ったが、その後外科的な追加切除が行われた場

合は、外科的切除の根治度を登録する。

２．集計の対象と集計方法

１ 集計の対象

データ提出を依頼した 施設中 施設からデータ

が提供された（協力率 ）。

 生存状況把握割合算出のための集計対象

集計対象症例区分及び診断日

集計対象施設から提供されたデータを、表 集計

用診断日の決定のルール、及び表 集計用症例区

分の決定のルールに基づいて、項目：「集計用診断日」、

項目：「集計用症例区分」を作成した。なお、本集計で

は、 「症例区分 診断ならびに初回治療に関する決

定・施行がなされた症例」及び「症例区分 他施設で診

断確定され、自施設で初回治療方針に関する決定・施

行が行われた症例」を集計対象とした。集計用診断日

が 年でない場合は当該データを集計対象外とし

た。

新生物＜腫瘍＞の性状コード

本集計では、原則として新生物＜腫瘍＞の性状コー

ド の「悪性、原発部位（悪性新生物＜腫瘍＞）」の例を

集計対象とした。

死亡日

「項目 ：予後調査結果」において、死亡と登録

されているにも関わらず、「項目 死亡日」が登

録されていなかった例（死亡日不詳例）については、

「項目 生存最終確認日」を死亡日として用いた。

死亡日及び生存最終確認日ともに不詳であった場合

は、集計から除外した。

追跡期間（日数）

追跡期間（日数）は正確な生存率を算出するために

必須の項目である。集計では、追跡期間（日数）が未入

力であった例は、集計対象から除外した。また各施設で

入力された追跡期間（日数）が、死亡日または生存最終

確認日から算出した追跡期間（月数）と乖離していない

かを検討した。その結果、登録されている死亡日または

生存最終確認日から算出した追跡期間（月数）と大きく

乖離があった例は集計から除外した。

年齢と性別

相対生存率は、性別、年齢（診断時）、診断年からコ

ホート生存率表を用いて算出する。そのため、年齢及

び性別が不明であった例は集計対象から除外した。

生存状況把握割合

生存率の算出において、集計対象例の 年後の生存

状況を把握していることは必須である。しかしながら、生

存確認調査の実施においては、障害も多く、生存状況

把握割合が低い施設も存在する。そこで、本集計では

前述の集計対象例（全がん）の生存状況把握割合が

以上の施設を集計対象とした。つまり、死亡及び死

亡日が登録されていないないにも関わらず追跡期間

（日数）が 年未満（ 日）であった場合を打ち切り

例とみなし、施設の全登録（症例区分 ， 及び新生物

＜腫瘍＞の性状コードが ）における打ち切り例が

未満の施設を集計対象とした。

 相対生存率の集計対象

年登録例は、院内がん登録が開始されて初めて

収集された例であり、登録されている 分類

の 、 、 情報からみて臨床病期が正しく登録されて

いないと考えられる例が散々された。そこで、本集計で

は登録されている 分類のＴ，Ｎ，Ｍ情報から
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本集計に関連する項目について以下に記述する。そ

の他の標準項目の定義は、 年全国集計報告書を

参照いただきたい。

診断区分

診断区分は、わが国の地域がん登録との整合性を図

るために用いられている分類で、「 初発（治療開始

前）」、「 治療開始後」に分けられる。この項目は当該

腫瘍について自施設に受診する前に他施設において

既に治療が開始されていたか否かを区別するもので、こ

の項目が「１：初発（治療開始前）」であったケースでは、

自施設で行われた治療は初回治療とみなす。本来であ

れば、一連の治療方針の下で施設を問わずに初回治

療とされるべきであるが、わが国の現状では、施設が異

なると、一連の治療であるかないかが判明しないことが

多く、そのため、他施設での治療の情報は、初回治療

であっても「初回治療なし」とするルールを定めている。

症例区分

症例区分は生存率の算定等で対象となる患者範囲を

決定する重要な区分である。院内がん登録の機能の一

つには、各施設の対がん医療活動の評価のための基

礎資料を提供することにある。他施設と比較し自施設の

がん診療実態を把握するためには、がん対象例を正し

く識別する必要がある。この項目では、初回診断（登録

施設での診断の有無）と初回治療（登録施設における

初回治療の有無）の組み合わせにより患者を分類する

ための区分を登録している。本集計では、原則として

「症例区分 診断ならびに初回治療に関する決定・施

行がなされた症例」及び「症例区分 他施設で診断確

定され、自施設で初回治療方針に関する決定・施行が

行われた症例」を分析対象とする。また、施設によって

は前述の診断区分のみを入力している施設もあり、本

集計では診断区分の組み合わせから症例区分を算出

する対応表を用いて集計を行った。

治療前ステージ
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お、各集計表において、集計値が 以下の場合、個人

が特定される可能性が高いことから、値を伏せて （ハイ

フン）で表記した。

10 
 

ステージ情報を修正した。それに加え、本集計対象で

ある新生物＜腫瘍＞の性状コードが 悪性新生物＜腫

瘍＞ と登録されているにも関わらず、 分類

治療前ステージが 期と登録されていた例については、

解析対象から除外した。また、全体及び各都道府県別

の相対生存率を算出する際には、前述の集計対象者

の定義に加え診断時の年齢が 歳以上 未満の例

を集計対象とした。

２ 集計項目の定義

 性別 
半陰陽や性同一性障害による戸籍性別の変更等の

ため、性別で特有の臓器に発生した腫瘍と戸籍上の性

別が矛盾する場合、罹患部位と矛盾しない性別に分類

した。 
 年齢 
年齢は、生年月と集計用診断年月を用いて、下記の

定義で求めた。 
診断年月の月>=生年月日の月 
→ 診断年月の年－生年 

診断年月の月<生年月日の月 
→ 診断年月の年－生年－１ 

 部位区分 
表 部位分類コード対応に基づき、作成した。本

報告書においては、全がんと主要 5 部位（胃、大腸、肝
臓、肺、女性乳房）について集計した。なお本集計では、

原則として悪性新生物＜腫瘍＞（つまり新生物＜腫瘍

＞の性状コードが ）を集計対象とした。しかし、全がん、

大腸、女性乳房における上皮内癌が少なからず登録さ

れていることからこれら 区分については上皮内癌（新

生物＜腫瘍＞の性状コードが ）の相対生存率も合わ

せて算出した。

 治療前ステージ 
主要 部位については、UICC TNM 分類第 6 版で

は、癌（Carcinoma）のみが分類の対象である（肝臓に
ついては肝細胞癌、肝内胆管癌に適用）。

 進展度

全がん共通で、「 ．上皮内、 ．限局、 所属リンパ節

転移あり、 ．隣接臓器への浸潤あり、 ．遠隔転移あり、

．不明」に分類される。経時的な集計・変化を観察する

目的で地域がん登録用に特別に簡素化されたステージ

であり、地域がん登録と院内がん登録において、がんの

拡がり・進行の程度を表す共通の項目として用いられて

いる。院内がん登録では、ステージと同様に治療前と術

後病理学的の つの進展度が登録されている。

 観血的治療

当該のがんに対する外科・体腔鏡的・内視鏡的治療

の根治度について、「項目 ：外科的・体腔鏡的・内

視鏡的治療の結果」に登録することとなっている。登録

の際には、「 原発巣 治癒切除」、「 原発巣 非治癒

切除」、「 原発巣 治癒 非治癒の別不詳」、「 姑息

対象治療、転移巣切除」、「 その他」、「 不詳」の中か

ら一つを選択する。本集計では、登録例のうちどの程度

が観血的治療を受けていたかを把握するために、「項

目 ：外科的・体腔鏡的・内視鏡的治療の結果」に、

「 原発巣 治癒切除」又は「 原発巣 非治癒切除」、

「 原発巣 治癒 非治癒の別不詳」と登録されていた例

について集計を行った。

３ 集計方法

前述の定義に基づいて算出した集計用診断日を起点

とし、国立がん研究センターがん対策情報センターがん

統計研究部において作成されたコホート生存率表

年版 を用い、 Ⅱ法にて対象例の相対生存率を

推定した。

４ 公表の対象

平成 年度第 回都道府県がん診療連携拠点病院

連絡協議会がん登録部会での検討を踏まえ、以下の公

表基準に沿って、生存率を公表することとする。

生存率の推定値は、対象例数、死亡者数等の件数

に依存する。一般に対象例数が 例未満の場合、推

定された生存率の信頼性が低くなるため、本集計では

対象例数が 例未満の場合は、 年相対生存率を公

表しないこととする。また、都道府県別の集計結果の公

表においては、都道府県内で集計対象施設が 施設で

あった場合、都道府県別の集計結果を公表しない。な
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表 部位分類コード対応

部位名

第 段階

形態コード

第 段階

部位コード

口腔・咽頭

食道

胃

結腸

直腸

大腸

肝臓

胆嚢・胆管

膵臓

喉頭

肺

骨・軟部 、 、

皮膚（黒色腫を含む）

乳房

子宮頸部

子宮体部

子宮

卵巣

前立腺

膀胱

腎・他の尿路 、

脳・中枢神経系 、 、 、

甲状腺

悪性リンパ腫

多発性骨髄腫 、

白血病

他の造血器腫瘍

その他 第 段階、第 段階で変換された以外の症例

12 
 

＊ 優先する集計用診断日となる日付が登録されていない場合、診断日 、当該腫瘍初診日、診断日 、入院日の中で、 年

の日付の項目を用いて作成した。

表 集計用症例区分の決定のルール

診断区分 診断施設 治療方針 集計用症例区分

：初発 ：自施設診断 ：自施設で治療 ：自施設診断自施設治療

：初発 ：自施設診断 ：自施設で経過観察 ：自施設診断自施設治療

：初発 ：自施設診断 ：他施設へ紹介 ：診断のみ

：初発 ：自施設診断 ：来院中断 ：診断のみ

：初発 ：自施設診断 ：その他 ：診断のみ

：初発 ：他施設診断 ：自施設で治療 ：他施設診断自施設治療

：初発 ：他施設診断 ：自施設で経過観察 ：他施設診断自施設治療

：初発 ：他施設診断 ：他施設へ紹介 ：その他

：初発 ：他施設診断 ：来院中断 ：その他

：初発 ：他施設診断 ：その他 ：その他

：治療開始後 ：他施設診断 ：自施設で治療 ：初回治療開始後の症例、

もしくは再発症例

：治療開始後 ：他施設診断 ：自施設で経過観察 ：初回治療開始後の症例、

もしくは再発症例

：治療開始後 ：他施設診断 ：他施設へ紹介 ：その他

：治療開始後 ：他施設診断 ：来院中断 ：その他

：治療開始後 ：他施設診断 ：その他 ：その他

症例区分が登録されているケースでは症例区分を優先、症例区分が登録されていない例では、診断区分・診断施設・治療方針か

ら上記のルールで変換した集計用症例区分を用いて集計用症例区分を作成した。

表 集計用診断日決定のルール

集計用症例区分 集計用診断日 備考

：診断のみ 診断日

：自施設診断自施設治療 診断日

：他施設診断自施設治療 当該腫瘍初診日

：初回治療開始後の症例、

もしくは再発症例
当該腫瘍初診日 ＊

：剖検 診断日 死亡日

：その他 診断日 、当該腫瘍初診日のいずれか ＊
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Ⅱ　結果概要

15

上記で得られた 年のがん罹患数を分母として、分子

を本集計の診断時住所別にみた全登録数として、概算罹患

数に占める拠点病院による登録数の割合を都道府県別に

試算した（表 ）。

 拠点病院登録割合（ ）

＝拠点病院 年生存率集計全登録数÷概算罹患

数

年生存率集計に参加した拠点病院登録割合は、

であった。もっとも割合が小さかったのは三重県 、

神奈川県 であった。参考に、全国がん罹患モニタリン

グ集計 年罹患数・率報告１）にて報告された 年推

計罹患数と各地域がん登録に基づく実測値（推計参加登録

地域）を分母とした場合の拠点病院登録割合を示した。

とは、地域がん登録の罹患数に占める死亡診断書情

報によって初めて把握されたがんの割合を指し、大きいほ

ど登録漏れが大きいとされている。都道府県別にみると、こ

こで概算した 種類の登録割合に差が認められるものもあ

った。

参考資料

）国立がん研究センターがん対策情報センター編：全国が

ん罹患モニタリング集計 年罹患数・率報告（ 年

月）

表 全登録数と集計対象

集計対象施設 集計対象外施設 全体

施設 施設 施設 （ ）

全登録数

症例区分別登録数

．診断のみ

．自施設診断・自施設初回治療

．他施設診断・自施設初回治療

．初回治療開始後・再発

．剖検

．不明・その他

症例区分 ， 再掲）

症例区分 ， のうち

悪性以外

上皮内癌

悪性新生物＜腫瘍＞

除外対象

症例区分 、悪性新生物＜腫瘍＞のうち除外対象除く）

分類治療前ステージ

期

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

症例区分 ， 、悪性新生物＜腫瘍＞、治療前 分類治療前ステージ 期以外のうち

年齢分布、全体

歳

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳

歳以上

歳（再掲）

除外対象：死亡年月、生存最終確認年月、追跡期間、性別が不明者
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Ⅱ 年生存率集計 結果概要

１．調査参加施設と登録数

全国のがん診療連携拠点病院 施設を対象に、

年 年予後情報付腫瘍データの提供を依頼し、 施設か

ら 年予後情報付腫瘍データの提供を受けた。全登録数は

例であった。表 に全登録数と集計対象を示す。

「症例区分 ：自施設診断・自施設初回治療」が 例

（ ）、「症例区分 他施設診断・自施設初回治療」が

例（ ）であった。このうち悪性新生物＜腫瘍＞

（新生物＜腫瘍＞の性状コードが ）は、 例（ ）

で、上皮内癌（新生物＜腫瘍＞の性状コードが ）は、

例（ ）であった。

表 に、データを提供した 施設の症例区分 又

は の登録数を示した。

２．生存状況把握割合

（１）集計の対象

死亡日の確認：「項目 ：予後調査結果」において、死亡

と登録されているにも関わらず、「項目 死亡日」が不詳

であった 例については「項目 生存最終確認日」を死

亡日として代入した。また、死亡日、生存最終確認日ともに

不詳であった 例は集計対象から除外した。

追跡期間（日数）の確認：生存確認調査の結果、死亡と登

録されていた例で、登録されていた追跡期間（日数）と集計

用診断日（年月）及び死亡日（年月）（又は生存最終確認日）

から算出した追跡可能期間との乖離について検討した結果、

先の死亡日に生存最終確認日を代入した 例中 例で

は、登録された追跡期間（日数）が算出した追跡可能期間よ

り短くなっており、これらの例においては生存最終確認日以

前に死亡していた可能性があるため、死亡日不詳として集

計対象から除外した。また、登録されていた追跡期間（日数）

が、集計用診断日と死亡日又は生存最終確認日から算出し

た追跡可能期間より長かった例については、追跡期間（日

数）に集計用診断日と死亡日から概算した追跡可能期間の

平均値を代入した。また、追跡期間（日数）が未登録であっ

た 例を集計対象から除外した。

年齢と性別の確認：性別が未登録であった 名を集計対

象から除外した。なお、年齢（診断時）が不詳の者はいなか

った。

（２）生存状況把握割合

各施設における症例区分 又は 、及び悪性新生物＜腫

瘍＞（新生物＜腫瘍＞の性状コードが ）の全登録数に対

する生存状況把握割合について検討した結果、最も低かっ

た施設の生存状況把握割合は、55.7 で、最も高かった施

設は であった。全体でみると生存状況把握割合は 

であった。都道府県・施設別生存状況把握割合につ

いて図  に示した。以降の集計結果では、生存状況把握

割合が 以上であった  施設における登録例を集計対

象とした。

３．相対生存率集計対象者

 全がんで生存状況把握割合が ％以上であった  施

設において症例区分 、  かつ新生物＜腫瘍＞の性状コー

ドが （悪性新生物＜腫瘍＞）と登録されていたのは、 ， 

 例（除外対象者を除く）であった。そのうち、  

分類治療前ステージが  期と登録されていた例を除く、 

例のうち年齢が ～ 歳の 例を集計対象

とした。

４．都道府県別の罹患数との関係

各都道府県における拠点病院の診療実績を測る方法の

一つとして、各県全体のがん罹患数に占める拠点病院で診

療を受けた者の割合をみることは有用である。しかし、

年時点でがん罹患数が把握されていない都道府県が複数

存在する。そのため、 年全国集計報告書で用いられて

いた方法で、都道府県別のがん罹患数を概算し、参考値と

して示した。

． 年の日本全体のがん罹患数の推計値を得る

．同年の日本全体のがんによる死亡数を得る

．１と２の比（がん罹患・死亡比）を得る ）

．各都道府県のがん罹患のリスク（がんの罹りやすさ）は同

じと仮定する。

． 年の都道府県別のがんによる死亡数を得て、 で得

られたがん罹患・死亡比を乗じることで、おおよその 年

がん罹患数を都道府県別に求めた。

 都道府県別 年概算がん罹患数

＝ 年都道府県別がん死亡数

× 年がん罹患・死亡比

年がん罹患・死亡比

＝ 年罹患推計利用 地域から推計された日本のがん

罹患数（上皮内癌を除く）と、 年日本のがんによる死亡

数の比＝
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上記で得られた 年のがん罹患数を分母として、分子

を本集計の診断時住所別にみた全登録数として、概算罹患

数に占める拠点病院による登録数の割合を都道府県別に

試算した（表 ）。

 拠点病院登録割合（ ）

＝拠点病院 年生存率集計全登録数÷概算罹患

数

年生存率集計に参加した拠点病院登録割合は、

であった。もっとも割合が小さかったのは三重県 、

神奈川県 であった。参考に、全国がん罹患モニタリン

グ集計 年罹患数・率報告１）にて報告された 年推

計罹患数と各地域がん登録に基づく実測値（推計参加登録

地域）を分母とした場合の拠点病院登録割合を示した。

とは、地域がん登録の罹患数に占める死亡診断書情

報によって初めて把握されたがんの割合を指し、大きいほ

ど登録漏れが大きいとされている。都道府県別にみると、こ

こで概算した 種類の登録割合に差が認められるものもあ

った。

参考資料

）国立がん研究センターがん対策情報センター編：全国が

ん罹患モニタリング集計 年罹患数・率報告（ 年

月）

表 全登録数と集計対象

集計対象施設 集計対象外施設 全体

施設 施設 施設 （ ）

全登録数

症例区分別登録数

．診断のみ

．自施設診断・自施設初回治療

．他施設診断・自施設初回治療

．初回治療開始後・再発

．剖検

．不明・その他

症例区分 ， 再掲）

症例区分 ， のうち

悪性以外

上皮内癌

悪性新生物＜腫瘍＞

除外対象

症例区分 、悪性新生物＜腫瘍＞のうち除外対象除く）

分類治療前ステージ

期

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

症例区分 ， 、悪性新生物＜腫瘍＞、治療前 分類治療前ステージ 期以外のうち

年齢分布、全体

歳

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳

歳以上

歳（再掲）

除外対象：死亡年月、生存最終確認年月、追跡期間、性別が不明者
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ら 年予後情報付腫瘍データの提供を受けた。全登録数は
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存在する。そのため、 年全国集計報告書で用いられて

いた方法で、都道府県別のがん罹患数を概算し、参考値と
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

千葉県 船橋市立医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構千葉労災病院

慈恵医大柏病院

東京都 独立行政法人国立がん研究センター中央病院★★

公益財団法人がん研究会有明病院★

東京都立駒込病院★

聖路加国際病院

東日本関東病院

青梅市立総合病院

日本医科大学付属病院

日本赤十字社医療センター

武蔵野赤十字病院

神奈川県 国家公務員共済組合連合会横須賀共済病院

横浜市立市民病院

公立大学法人横浜市立大学附属病院

神奈川県厚生農業協同組合連合会相模原協同病院

藤沢市民病院

新潟県 新潟県立がんセンター新潟病院★

新潟県立新発田病院

新潟県厚生農業協同組合連合会長岡中央綜合病院

新潟県立中央病院

新潟大学医歯学総合病院

長岡赤十字病院

富山県 富山県立中央病院★

高岡市民病院

市立砺波総合病院

富山県厚生農業協同組合連合会高岡病院

富山大学附属病院

独立行政法人労働者健康福祉機構富山労災病院

石川県 国立大学法人金沢大学附属病院★

金沢医科大学病院

独立行政法人国立病院機構金沢医療センター

国民健康保険小松市民病院

石川県立中央病院

福井県 福井県立病院★

社会福祉法人恩賜財団済生会支部福井県済生会病院

福井赤十字病院

福井大学医学部附属病院

山梨県 山梨県立中央病院★

山梨大学医学部附属病院

長野県 国立大学法人信州大学医学部附属病院★

諏訪赤十字病院

社会医療法人財団慈泉会相澤病院

長野市民病院

長野赤十字病院

岐阜県 岐阜県立多治見病院

高山赤十字病院

社会医療法人厚生会木沢記念病院

大垣市民病院

岐阜県総合医療センター

岐阜市民病院

静岡県 静岡県立静岡がんセンター★

社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷三方原病院

順天堂大学医学部附属静岡病院

沼津市立病院

社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院

藤枝市立総合病院

浜松医療センター

静岡県立総合病院

静岡市立静岡病院

愛知県 愛知県がんセンター中央病院★

愛知県厚生農業協同組合連合会安城更生病院

愛知県厚生農業協同組合連合会豊田厚生病院

一宮市立市民病院

公立陶生病院

小牧市民病院
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

総 数

北海道 ＪＡ北海道厚生連帯広厚生病院

王子総合病院

市立釧路総合病院

北見赤十字病院

北海道厚生連旭川厚生病院

市立札幌病院

社会医療法人母恋日鋼記念病院

青森県 青森県立中央病院★

三沢市立三沢病院

八戸市立市民病院

岩手県 岩手医科大学附属病院★

岩手県立中央病院

岩手県立中部病院

岩手県立二戸病院

岩手県立宮古病院

岩手県立磐井病院

宮城県 宮城県立がんセンター★

東北大学病院★

石巻赤十字病院

独立行政法人国立病院機構仙台医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構東北労災病院

大崎市民病院

秋田県 国立大学法人秋田大学医学部附属病院★

秋田厚生連由利組合総合病院

秋田赤十字病院

秋田県厚生農業協同組合連合会山本組合総合病院

仙北組合総合病院（現 秋田厚生連大曲厚生医療センター）

山形県 山形県立中央病院★

国立大学法人山形大学医学部附属病院

山形市立病院済生館

日本海総合病院

福島県 公立大学法人福島県立医科大学附属病院★

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院

独立行政法人労働者健康福祉機構福島労災病院

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院

茨城県 茨城県厚生農業協同組合連合会総合病院土浦協同病院・茨城県地域がんセンター★

茨城県立中央病院・茨城県地域がんセンター

茨城県厚生農業協同組合連合会茨城西南医療センター病院

友愛記念病院

栃木県 栃木県立がんセンター★

自治医科大学附属病院

栃木県済生会宇都宮病院

獨協医科大学病院

群馬県 国立大学法人群馬大学医学部附属病院★

伊勢崎市民病院

桐生厚生総合病院

群馬県立がんセンター

公立藤岡総合病院

公立富岡総合病院

独立行政法人国立病院機構高崎総合医療センター

前橋赤十字病院

埼玉県 埼玉県立がんセンター★

埼玉医科大学総合医療センター

春日部市立病院

さいたま赤十字病院

千葉県 独立行政法人国立がん研究センター東病院★★

千葉県がんセンター★

医療法人鉄蕉会亀田総合病院

総合病院国保旭中央病院

国保直営総合病院君津中央病院

順天堂大学医学部附属浦安病院
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

千葉県 船橋市立医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構千葉労災病院

慈恵医大柏病院

東京都 独立行政法人国立がん研究センター中央病院★★

公益財団法人がん研究会有明病院★

東京都立駒込病院★

聖路加国際病院

東日本関東病院

青梅市立総合病院

日本医科大学付属病院

日本赤十字社医療センター

武蔵野赤十字病院

神奈川県 国家公務員共済組合連合会横須賀共済病院

横浜市立市民病院

公立大学法人横浜市立大学附属病院

神奈川県厚生農業協同組合連合会相模原協同病院

藤沢市民病院

新潟県 新潟県立がんセンター新潟病院★

新潟県立新発田病院

新潟県厚生農業協同組合連合会長岡中央綜合病院

新潟県立中央病院

新潟大学医歯学総合病院

長岡赤十字病院

富山県 富山県立中央病院★

高岡市民病院

市立砺波総合病院

富山県厚生農業協同組合連合会高岡病院

富山大学附属病院

独立行政法人労働者健康福祉機構富山労災病院

石川県 国立大学法人金沢大学附属病院★

金沢医科大学病院

独立行政法人国立病院機構金沢医療センター

国民健康保険小松市民病院

石川県立中央病院

福井県 福井県立病院★

社会福祉法人恩賜財団済生会支部福井県済生会病院

福井赤十字病院

福井大学医学部附属病院

山梨県 山梨県立中央病院★

山梨大学医学部附属病院

長野県 国立大学法人信州大学医学部附属病院★

諏訪赤十字病院

社会医療法人財団慈泉会相澤病院

長野市民病院

長野赤十字病院

岐阜県 岐阜県立多治見病院

高山赤十字病院

社会医療法人厚生会木沢記念病院

大垣市民病院

岐阜県総合医療センター

岐阜市民病院

静岡県 静岡県立静岡がんセンター★

社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷三方原病院

順天堂大学医学部附属静岡病院

沼津市立病院

社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院

藤枝市立総合病院

浜松医療センター

静岡県立総合病院

静岡市立静岡病院

愛知県 愛知県がんセンター中央病院★

愛知県厚生農業協同組合連合会安城更生病院

愛知県厚生農業協同組合連合会豊田厚生病院

一宮市立市民病院

公立陶生病院

小牧市民病院
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市立釧路総合病院

北見赤十字病院

北海道厚生連旭川厚生病院

市立札幌病院

社会医療法人母恋日鋼記念病院

青森県 青森県立中央病院★

三沢市立三沢病院
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岩手県 岩手医科大学附属病院★

岩手県立中央病院

岩手県立中部病院

岩手県立二戸病院

岩手県立宮古病院

岩手県立磐井病院

宮城県 宮城県立がんセンター★

東北大学病院★

石巻赤十字病院

独立行政法人国立病院機構仙台医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構東北労災病院

大崎市民病院

秋田県 国立大学法人秋田大学医学部附属病院★

秋田厚生連由利組合総合病院

秋田赤十字病院

秋田県厚生農業協同組合連合会山本組合総合病院

仙北組合総合病院（現 秋田厚生連大曲厚生医療センター）

山形県 山形県立中央病院★

国立大学法人山形大学医学部附属病院

山形市立病院済生館

日本海総合病院

福島県 公立大学法人福島県立医科大学附属病院★

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院

独立行政法人労働者健康福祉機構福島労災病院

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院

茨城県 茨城県厚生農業協同組合連合会総合病院土浦協同病院・茨城県地域がんセンター★

茨城県立中央病院・茨城県地域がんセンター

茨城県厚生農業協同組合連合会茨城西南医療センター病院

友愛記念病院

栃木県 栃木県立がんセンター★

自治医科大学附属病院

栃木県済生会宇都宮病院

獨協医科大学病院

群馬県 国立大学法人群馬大学医学部附属病院★

伊勢崎市民病院

桐生厚生総合病院

群馬県立がんセンター

公立藤岡総合病院

公立富岡総合病院

独立行政法人国立病院機構高崎総合医療センター

前橋赤十字病院

埼玉県 埼玉県立がんセンター★

埼玉医科大学総合医療センター

春日部市立病院

さいたま赤十字病院

千葉県 独立行政法人国立がん研究センター東病院★★

千葉県がんセンター★

医療法人鉄蕉会亀田総合病院

総合病院国保旭中央病院

国保直営総合病院君津中央病院

順天堂大学医学部附属浦安病院
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

愛媛県 住友別子病院

愛媛大学医学部附属病院

社会福祉法人恩賜財団済生会今治病院

高知県 国立大学法人高知大学医学部附属病院★

高知赤十字病院

福岡県 独立行政法人国立病院機構九州がんセンター★

国立大学法人九州大学病院★

久留米大学病院

公立八女総合病院

産業医科大学病院

社会医療法人雪の聖母会聖マリア病院

社会保険田川病院

地方独立行政法人大牟田市立病院

独立行政法人地域医療機能推進機構九州病院

独立行政法人国立病院機構福岡東医療センター

飯塚病院

福岡県済生会福岡総合病院

北九州市立医療センター

佐賀県 国立大学法人佐賀大学医学部附属病院★

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館

唐津赤十字病院

独立行政法人国立病院機構嬉野医療センター

長崎県 国立大学法人長崎大学病院★

日本赤十字社長崎原爆病院

地方独立行政法人長崎市立病院機構長崎みなとメディカルセンター市民病院

独立行政法人国立病院機構長崎医療センター

熊本県 国立大学法人熊本大学医学部附属病院★

熊本赤十字病院

社会福祉法人恩賜財団済生会熊本病院

独立行政法人地域医療機能推進機構人吉医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構熊本労災病院

熊本市立熊本市民病院

大分県 大分県済生会日田病院

大分県立病院

大分赤十字病院

鹿児島県 国立大学法人鹿児島大学病院★

独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター

沖縄県 国立大学法人琉球大学医学部附属病院★

沖縄県立中部病院

地方独立行政法人那覇市立病院
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

愛知県 豊橋市民病院

愛知県厚生農業協同組合連合会海南病院

独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター

独立行政法人地域医療機能推進機構中京病院

名古屋大学医学部附属病院

名古屋第一赤十字病院

三重県 三重県厚生農業協同組合連合会松阪中央総合病院

滋賀県 滋賀県立成人病センター★

市立長浜病院

京都府 京都市立病院

京都第一赤十字病院

市立福知山市民病院

独立行政法人国立病院機構京都医療センター

京都第二赤十字病院

大阪府 地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立成人病センター★

市立岸和田市民病院

大阪市立総合医療センター

大阪赤十字病院

東大阪市立総合病院

独立行政法人国立病院機構大阪南医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構大阪労災病院

兵庫県 兵庫県立がんセンター★

公立豊岡病院組合立豊岡病院

赤穂市民病院

兵庫県立柏原病院

独立行政法人労働者健康福祉機構関西労災病院

国立大学法人神戸大学医学部附属病院

独立行政法人国立病院機構姫路医療センター

奈良県 奈良県立医科大学附属病院★

奈良県総合医療センター

和歌山県 社会保険紀南病院

独立行政法人国立病院機構南和歌山医療センター

日本赤十字社和歌山医療センター

橋本市民病院

鳥取県 鳥取県立厚生病院

鳥取県立中央病院

独立行政法人国立病院機構米子医療センター

鳥取市立病院

島根県 国立大学法人島根大学医学部附属病院★

独立行政法人国立病院機構浜田医療センター

松江市立病院

島根県立中央病院

松江赤十字病院

岡山県 岡山済生会総合病院

倉敷中央病院

広島県 広島県厚生農業協同組合連合会尾道総合病院

県立広島病院

呉医療センター

広島赤十字・原爆病院

独立行政法人国立病院機構東広島医療センター

福山市民病院

市立三次中央病院

山口県 国立大学法人山口大学医学部附属病院★

独立行政法人国立病院機構岩国医療センター

山口県厚生農業協同組合連合会周東総合病院

山口県立総合医療センター

独立行政法人地域医療機能推進機構徳山中央病院（現）

地方独立行政法人下関市立市民病院

徳島県 国立大学法人徳島大学病院★

徳島県立中央病院

徳島赤十字病院

香川県 国立大学法人香川大学医学部附属病院★

高松赤十字病院

三豊総合病院

愛媛県 独立行政法人国立病院機構四国がんセンター★

市立宇和島病院
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佐賀県 国立大学法人佐賀大学医学部附属病院★

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館

唐津赤十字病院

独立行政法人国立病院機構嬉野医療センター

長崎県 国立大学法人長崎大学病院★

日本赤十字社長崎原爆病院

地方独立行政法人長崎市立病院機構長崎みなとメディカルセンター市民病院

独立行政法人国立病院機構長崎医療センター

熊本県 国立大学法人熊本大学医学部附属病院★

熊本赤十字病院

社会福祉法人恩賜財団済生会熊本病院

独立行政法人地域医療機能推進機構人吉医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構熊本労災病院

熊本市立熊本市民病院

大分県 大分県済生会日田病院

大分県立病院

大分赤十字病院

鹿児島県 国立大学法人鹿児島大学病院★

独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター

沖縄県 国立大学法人琉球大学医学部附属病院★

沖縄県立中部病院

地方独立行政法人那覇市立病院
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都道府県 施設名称 全登録数
症例区分 ，

数

症例区分

，

登録割合

愛知県 豊橋市民病院

愛知県厚生農業協同組合連合会海南病院

独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター

独立行政法人地域医療機能推進機構中京病院

名古屋大学医学部附属病院

名古屋第一赤十字病院

三重県 三重県厚生農業協同組合連合会松阪中央総合病院

滋賀県 滋賀県立成人病センター★

市立長浜病院

京都府 京都市立病院

京都第一赤十字病院

市立福知山市民病院

独立行政法人国立病院機構京都医療センター

京都第二赤十字病院

大阪府 地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立成人病センター★

市立岸和田市民病院

大阪市立総合医療センター

大阪赤十字病院

東大阪市立総合病院

独立行政法人国立病院機構大阪南医療センター

独立行政法人労働者健康福祉機構大阪労災病院

兵庫県 兵庫県立がんセンター★

公立豊岡病院組合立豊岡病院

赤穂市民病院

兵庫県立柏原病院

独立行政法人労働者健康福祉機構関西労災病院

国立大学法人神戸大学医学部附属病院

独立行政法人国立病院機構姫路医療センター

奈良県 奈良県立医科大学附属病院★

奈良県総合医療センター

和歌山県 社会保険紀南病院

独立行政法人国立病院機構南和歌山医療センター

日本赤十字社和歌山医療センター

橋本市民病院

鳥取県 鳥取県立厚生病院

鳥取県立中央病院

独立行政法人国立病院機構米子医療センター

鳥取市立病院

島根県 国立大学法人島根大学医学部附属病院★

独立行政法人国立病院機構浜田医療センター

松江市立病院

島根県立中央病院

松江赤十字病院

岡山県 岡山済生会総合病院

倉敷中央病院

広島県 広島県厚生農業協同組合連合会尾道総合病院

県立広島病院

呉医療センター

広島赤十字・原爆病院

独立行政法人国立病院機構東広島医療センター

福山市民病院

市立三次中央病院

山口県 国立大学法人山口大学医学部附属病院★

独立行政法人国立病院機構岩国医療センター

山口県厚生農業協同組合連合会周東総合病院

山口県立総合医療センター

独立行政法人地域医療機能推進機構徳山中央病院（現）

地方独立行政法人下関市立市民病院

徳島県 国立大学法人徳島大学病院★

徳島県立中央病院

徳島赤十字病院

香川県 国立大学法人香川大学医学部附属病院★

高松赤十字病院

三豊総合病院

愛媛県 独立行政法人国立病院機構四国がんセンター★

市立宇和島病院
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表 都道府県別罹患数（ 年）に占める拠点病院登録割合（悪性新生物＜腫瘍＞）：診断時住所別

年 （参考）地域がん登録由来の 年罹患数との比較

診断時

住所

がんに

よる死

亡数

データ

収集

施

設全登

録数

集計対

象

施設全

登録数

概算罹

患数（千

人未満

切捨）

拠点病

院登録

割合１

（ ）

拠点病

院登録

割合

（ ）

地域が

ん登録

罹患数

罹患・死

亡比

（ ）

拠点病

院・登録

割合

（ ）

拠点病

院・登録

割合

（ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

拠点病院登録割合 は、データ収集施設 施設の割合

拠点病院登録割合 は、集計対象施設 施設の割合

データ収集施設及び集計対象全登録数には、診断時住所が外国及び不詳を除く

死亡情報で初めて把握された者

20

図  都道府県・施設別生存状況把握割合（ 3  施設）
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表  都道府県別罹患数（ 年）に占める拠点病院登録割合（悪性新生物＜腫瘍＞）：診断時住所別
年 （参考）地域がん登録由来の 年罹患数との比較

診断時

住所

がんに

よる死

亡数

データ

収集

施

設全登

録数

集計対

象

施設全

登録数

概算罹

患数（千

人未満

切捨）

拠点病

院登録

割合１

（ ）

拠点病

院登録

割合

（ ）

地域が

ん登録

罹患数

罹患・死

亡比

（ ）

拠点病

院・登録

割合

（ ）

拠点病

院・登録

割合

（ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

 

  

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

 　  

 

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

　  

 

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

拠点病院登録割合 は、データ収集施設 施設の割合

拠点病院登録割合 は、集計対象施設 施設の割合

データ収集施設及び集計対象全登録数には、診断時住所が外国及び不詳を除く

死亡情報で初めて把握された者

20

図 都道府県・施設別生存状況把握割合（ 施設）
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（２）全国がん（成人病）センター協議会加盟施設（

～ 年）の相対生存率との比較

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設 施設

における ～ 年診断例、 歳以上 歳未満

の 年相対生存率 ）との本集計結果の比較を行った。

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設における

年相対生存率の推定値における信頼区間が提示され

ていないため、比較することが困難であるが、全体とし

て本院内がん登録集計結果よりも 年相対生存率がや

や高くなっていた（表 ）。ただし、女性乳房につい

ては、全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本

院内がん登録集計結果と 分類治療前ステ

ージ別にみるとⅠ～Ⅲ期はほぼ同様であり、Ⅳ期にお

いては本院内がん登録集計結果の方がやや高くなっ

ていた。観血的治療実施（手術実施）例についてみると、

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本院内

がん登録集計結果との差は一部を除き縮まる傾向が認

められた（表 ）。直腸のⅢ期、肺（小細胞癌）のⅣ

期、女性乳房のⅠ～Ⅲ期では、本院内がん登録集計

結果と全国がん（成人病）センター協議会加盟施設の

年相対生存率はほぼ同様であり、女性乳房のⅣ期に

おいては本院内がん登録集計結果のほうが高かった。

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設の 年相

対生存率の算出対象例の年齢分布が定かではないが、

対象例における観血的治療実施割合が本集計結果よ

りも高くなっていることから全国がん（成人病）センター

協議会加盟施設の対象者は、患者の全身状態が良い

者もしくは観血的治療実施が可能な例が多いと推測さ

れる（表 ）。これら対象集団の違いが、双方で推

定された 年相対生存率の差に影響している可能性が

ある。

参考資料

）国立がん研究センターがん対策情報センター．全国

がん罹患モニタリング集計 年生存率報告．

年

）公益財団法人がん研究振興財団．がんの統計＜

年版＞． 年
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５．既存生存率集計との比較

（１）地域がん登録（ ～ 年診断例）との比較

地域がん登録（ ～ 年診断例）１）の集計対象

に合わせ、臨床進展度（臨床進行度）が上皮内と登録

されていた 名を除く、年齢 ～ 歳を比較対象とし

た。全がん及び部位別の 年相対生存率を表 、

に示す。地域がん登録と本集計対象では、対象

集団の診断年、臨床進展度（地域がん登録では本院

内がん登録と比較し臨床進展度が不詳の者がやや多

い）、年齢の分布が異なる点に留意する必要があるが、

全体的にみて本院内がん登録集計の 年相対生存率

のほうがやや高い傾向にあった。臨床進展度の分布を

みると、全がん、胃、肝臓、肺では本院内がん登録の集

計対象では限局がやや多くなっていた。臨床進展度別

の 年相対生存率をみると、全がん、胃、大腸、肝臓、

肺、女性乳房の「領域」では、いずれも本院内がん登録

のほうが高くなっていた。臨床進展度が「限局」の場合

は、全がん、胃、大腸、女性乳房では 年相対生存率

はほぼ同様であったが、肝臓と肺では本院内がん登録

集計では 年相対生存率が高くなっていた。「遠隔」に

おいても、本院内がん登録集計では、全体をとおして

年相対生存率がやや高かった。なお、地域がん登録と

本院内がん登録における対象例の年齢分布について

は考慮できていないこと、及び本院内がん登録集計結

果には第１がんだけではなく第 がん以降で登録され

た例を含んでいる点に注意する必要がある。また、地

域がん登録は、宮城県、山形県、新潟県、福井県、滋

賀県、大阪府、長崎県の登録データから算出された値

である。

表 地域がん登録（ ）の 年相対生存率との比較： 歳

地域がん登録 （ ） 院内がん登録 （ ）

対象者数 相対生存率 ＳＥ 対象者数 相対生存率 ＳＥ

全がん

胃

大腸

肝臓

肺

女性乳房

臨床進行度が上皮内と登録されていた 名を除く

地域がん登録：宮城県、山形県、新潟県、福井県、滋賀県、大阪府、長崎県データ

表 地域がん登録（ ）の 年相対生存率との比較：臨床進展度（進行度）別、 歳

地域がん登録 （ ） 院内がん登録 （ ）

対象者数 相対生存率 ＳＥ 対象者数 相対生存率 ＳＥ

全がん 限局

領域

遠隔

全体

胃 限局

領域

遠隔

全体

大腸 限局

領域

遠隔

全体

肝臓 限局

領域

遠隔

全体

肺 限局

領域

遠隔

全体

女性乳房 限局

領域

遠隔

全体

臨床進行度が上皮癌と登録されていた 名を除く

全体には臨床進展度が不詳を含む 地域がん登録は宮城県、山形県、新潟県、福井県、滋賀県、大阪府、長崎県データ
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（２）全国がん（成人病）センター協議会加盟施設（

～ 年）の相対生存率との比較
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の 年相対生存率 ）との本集計結果の比較を行った。
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て本院内がん登録集計結果よりも 年相対生存率がや

や高くなっていた（表 ）。ただし、女性乳房につい

ては、全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本

院内がん登録集計結果と 分類治療前ステ

ージ別にみるとⅠ～Ⅲ期はほぼ同様であり、Ⅳ期にお

いては本院内がん登録集計結果の方がやや高くなっ

ていた。観血的治療実施（手術実施）例についてみると、

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本院内

がん登録集計結果との差は一部を除き縮まる傾向が認

められた（表 ）。直腸のⅢ期、肺（小細胞癌）のⅣ

期、女性乳房のⅠ～Ⅲ期では、本院内がん登録集計

結果と全国がん（成人病）センター協議会加盟施設の

年相対生存率はほぼ同様であり、女性乳房のⅣ期に

おいては本院内がん登録集計結果のほうが高かった。

全国がん（成人病）センター協議会加盟施設の 年相

対生存率の算出対象例の年齢分布が定かではないが、

対象例における観血的治療実施割合が本集計結果よ

りも高くなっていることから全国がん（成人病）センター

協議会加盟施設の対象者は、患者の全身状態が良い

者もしくは観血的治療実施が可能な例が多いと推測さ

れる（表 ）。これら対象集団の違いが、双方で推

定された 年相対生存率の差に影響している可能性が

ある。

参考資料
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内がん登録と比較し臨床進展度が不詳の者がやや多

い）、年齢の分布が異なる点に留意する必要があるが、

全体的にみて本院内がん登録集計の 年相対生存率

のほうがやや高い傾向にあった。臨床進展度の分布を

みると、全がん、胃、肝臓、肺では本院内がん登録の集

計対象では限局がやや多くなっていた。臨床進展度別

の 年相対生存率をみると、全がん、胃、大腸、肝臓、

肺、女性乳房の「領域」では、いずれも本院内がん登録
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表 全国がん（成人病）センター協議会加盟施設の 年相対生存率との比較：観血的治療実施例・ 歳以上

歳未満

全国がんセンター協議会加盟施設

（ ）

院内がん登録＊

（ ）

対象者数 （ ） 相対生存率 対象者数 （ ） 相対生存率
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不詳
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女性乳房 Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

全体

歳以上 歳未満

全体には 分類治療前ステージが空欄の者を含む
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年生存率集計 結果詳細（相対生存率） ：悪性新生物＜腫瘍＞、 歳

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

１．全がん

（１）生存状況把握割合

全がんで「症例区分 （自施設診断・自施設初

回治療症例）」又は「症例区分 （他施設診断・

自施設初回治療症例）」、悪性新生物＜腫瘍＞、

診断時の年齢が 歳であった例は、

例であった。そのうち、 年以内に死亡していたも

のは 例であった。全体の生存状況把握割

合は であった。

（２）対象者の属性

本集計対象者の属性を表 に示す。性別

にみると男性が 、女性が とやや男性

が多く含まれていた。診断時の年齢は、男女とも

に最も多かったのが 歳代、最も少なかったのが

歳であった。 分類治療前ステー

ジを見ると、男女ともにⅠ期が多く、次いでⅡ期、

Ⅳ期、Ⅲ期の順であった。全体として観血的治療

を受けた者が いた。男女別にみると、男性よ

り女性のほうが、観血的治療を受けた者の割合が

多かった（男性 、女性 ）。発見経緯を

みると、がん検診が約８～ 、健康診断・人間ド

ックが約 ～ であった。登録されていたがんの

部位としては、全体では胃（Ｃ ）が と最も

多 く、次 いで大腸 （結 腸 ・直腸 、Ｃ － ）が

、肺（Ｃ ）が であった。性別にみると、

女性では乳房が と最も多く、次いで、大腸

が 、胃が であった。男性では、胃が

、肺が 、前立腺が 、大腸が

の順に多かった。

（３） 年相対生存率

全体での相対生存率は、 ． （ 信頼区間

（ＣＩ）、 ～ ）で、男女別にみると男性が

、女性が となっており、女性でやや

年相対生存率が高かった（表 、図 ）。

これは、女性には比較的予後が良好である乳癌

が多く含まれていることが影響している可能性があ

る。年齢別にみると、男女ともに若い年代で相対

生存率が高い傾向が認められた（図 ）。

分類治療前ステージ別にみると、男

女ともに病期が進むほど相対生存率が低くかった

（図 ）。観血的治療を受けた者は、受けなか

った者 よ り相 対 生 存 率 が高 くなっていた （図

）。ただし、観血的治療を受けた者の 割以

上がⅠ期又はⅡ期であり、 歳以上の者は 割

程度であった。

集計対象 施設で登録されていた上皮内癌

例の相対生存率を見ると、 （ ＣＩ、

～ ）であった 図 。なお、上皮内

癌例のうち は初回治療なしであった。
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表 全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本院内がん登録集計での観血的治療実施割合： 歳以上

歳未満

全国がんセンター協議会加盟施設

（ ） （ ）

院内がん登録＊

（ ） （ ）

全体

胃

結腸

直腸

肝臓

肺

乳房女性

歳以上 歳未満

全国がんセンターの協議会加盟施設の割合は、表 と表 より作成
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表 全国がん（成人病）センター協議会加盟施設と本院内がん登録集計での観血的治療実施割合： 歳以上

歳未満

全国がんセンター協議会加盟施設

（ ） （ ）

院内がん登録＊

（ ） （ ）

全体

胃

結腸

直腸

肝臓

肺

乳房女性

歳以上 歳未満

全国がんセンターの協議会加盟施設の割合は、表 と表 より作成

 



28

Ⅲ　結果詳細（相対生存率）

29 
 

表 属性別 年相対生存率：全がん

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

上皮内癌

集計対象 施設での上皮内癌患者 名（男性 、 女性 ）

図 性別 年相対生存率：全がん

図 年齢別 年相対生存率：全がん

図 分類治療前ステージ別

年相対生存率：全がん

図 観血的治療の有無別 年相対生存

率：全がん

0 20 40 60 80 100

女性 

男性 

全体 

0 20 40 60 80 100

80歳以上 

70歳代 

60歳代 

50歳代 

40歳代 

15-39歳 

全体 

0 20 40 60 80 100

不詳 

Ⅳ期 

Ⅲ期 

Ⅱ期 

Ⅰ期 

全体 

0 20 40 60 80 100

無 

有 

全体 

28 
 

表 対象者の属性：全がん

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

部位

口腔咽頭

食道

胃

結腸

直腸

大腸（再掲）

肝臓

胆嚢胆管

膵臓

喉頭

肺

骨軟部

皮膚

乳房

子宮頚部

子宮体部

子宮

卵巣

前立腺

膀胱

腎尿路

脳神経

甲状腺

悪性リンパ腫

多発性骨髄腫

白血病

その他の血液

その他
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２．胃（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対

象施設

数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象者は、 例で、 年以内に死

亡していた者は 例、打ち切りが 例で、

生存状況把握割合は全体で であった。

（２）対象者の属性

胃の集計対象者の属性を表 に示す。

性別にみると、男性が 、女性が と男

性が多かった。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と多く、次いで 歳代が約

～ と多くなっていた。 分類治

療前ステージを見ると、男女ともにⅠ期が約

～ と最も多く、次いでⅣ期が約 であった。

男女ともに対象者の約 が観血的治療を受

けていた。発見経緯を見ると、がん検診が約

～ 、健康診断・人間ドックが約 ～ であ

った。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女ともに大きな違いは

なく、全体で （ ＣＩ、 ～ ）であ

った（表 、図 ）。年齢別にみると、全

体では 、 、 歳代に大きな差はなく、 年

相対生存率は 以上であった（図 ）。

一方で、男女ともに、 歳以上で 年相対生

存率がやや低い傾向にあった。男性では、

歳代で 年相対生存率が最も高く （

ＣＩ、 ）であるのに対し、 歳代、

歳以上と年代が高くなるほど、 年相対生存率

はやや低くなっていた。女性では、 、 、 、

歳代ともに 年相対生存率は、 前半であ

った。 分類治療前ステージ別にみる

と、Ⅰ期では約 ～ ％と高いのに対し、病期

が進むにつれて 年相対生存率は低くなり、Ⅳ

期では約 であった（図 ）。また、観血的

治療を受けた者の 年相対生存率は男女とも

に 以上と高かった（図 ）。ただし、観

血的治療を受けた者の 割以上が

分類治療前ステージがⅠ期の者であり、観血的

治療を受けなかった者の 割以上がⅣ期の者

であった。また、観血的治療の実施割合を年代

別にみると、 歳代（約７割）で他の年代（約

割）よりも低くなっていた。

表 対象者の属性：胃

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断 ・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明
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図 上皮内癌と悪性新生物＜腫瘍＞別

年相対生存率：全がん
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２．胃（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対

象施設

数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象者は、 例で、 年以内に死

亡していた者は 例、打ち切りが 例で、

生存状況把握割合は全体で であった。

（２）対象者の属性

胃の集計対象者の属性を表 に示す。

性別にみると、男性が 、女性が と男

性が多かった。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と多く、次いで 歳代が約

～ と多くなっていた。 分類治

療前ステージを見ると、男女ともにⅠ期が約

～ と最も多く、次いでⅣ期が約 であった。

男女ともに対象者の約 が観血的治療を受

けていた。発見経緯を見ると、がん検診が約

～ 、健康診断・人間ドックが約 ～ であ

った。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女ともに大きな違いは

なく、全体で （ ＣＩ、 ～ ）であ

った（表 、図 ）。年齢別にみると、全

体では 、 、 歳代に大きな差はなく、 年

相対生存率は 以上であった（図 ）。

一方で、男女ともに、 歳以上で 年相対生

存率がやや低い傾向にあった。男性では、

歳代で 年相対生存率が最も高く （

ＣＩ、 ）であるのに対し、 歳代、

歳以上と年代が高くなるほど、 年相対生存率

はやや低くなっていた。女性では、 、 、 、

歳代ともに 年相対生存率は、 前半であ

った。 分類治療前ステージ別にみる

と、Ⅰ期では約 ～ ％と高いのに対し、病期

が進むにつれて 年相対生存率は低くなり、Ⅳ

期では約 であった（図 ）。また、観血的

治療を受けた者の 年相対生存率は男女とも

に 以上と高かった（図 ）。ただし、観

血的治療を受けた者の 割以上が

分類治療前ステージがⅠ期の者であり、観血的

治療を受けなかった者の 割以上がⅣ期の者

であった。また、観血的治療の実施割合を年代

別にみると、 歳代（約７割）で他の年代（約

割）よりも低くなっていた。

表 対象者の属性：胃

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断 ・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明
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図 上皮内癌と悪性新生物＜腫瘍＞別

年相対生存率：全がん
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３．大腸（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象 例のうち、 年以内に死亡して

いた者は 例、打ち切りが 例で、全体と

して生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみると、

男性が 、女性が であり、やや男性の

方が多かった。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と最も多く、次いで 歳代が

約 ～ であった。 分類治療前ステ

ージ別にみると、全体ではⅠ期が 、Ⅲ期が

と多く、ついてⅡ期が であった。男性

では、Ⅰ期が と最 も多 く、次いでⅢ期が

であった。また、女性ではⅢ期が と最

も多く、次いでⅠ期が であった。観血的治

療を受けた者は、全体で と男女ともに大きな

差はなかった。発見経緯を見ると、男女ともにがん

検診が約 、健康診断・人間ドックが、約 ～

であった。また、部位別にみると全体では結腸

が と半数以上を占めていた。また女性は男

性 と比 較 して、結 腸 の割合が高 かった （男 性

、女性 ）。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女ともほぼ同様であり、

全体として （ ＣＩ、 ）であった

（表 、図 ）。年齢別でみると、男女とも

に 歳以上を除き、どの年代においてもほぼ同

様の 前半であった（図 ）。ただし、 ～

歳では対象者数が少なく 信頼区間が広く

なっている点に留意する必要がある。

分類治療前ステージ別にみると、Ⅰ期では、約

～ と高く、病期が進むにつれて徐々に低くなり、

Ⅳ期では約 ～ ％であった（図 ）。また、

観血的治療を受けた者の 年相対生存率は男

女ともに約 ～ ％と高かった。ただし、観血的

治療を受けた者の半数以上がⅠ～Ⅱ期であった

のに対し、受けなかった者の 割がⅣ期であった。

また、 歳以上では観血的治療実施割合が他の

年代と比較して低かった（ 歳以上約 割、その

他約 割）。部位別では、結腸、直腸ともに

前半となり大きな差は認められなかった。集計対

象 施設の大腸、上皮内癌と登録されていた

例の 年相対生存率を見ると、 （

ＣＩ， ）と悪性新生物＜腫瘍＞と比較し

高くなっていた。

表 対象者の属性：大腸
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表 属性別 年相対生存率：胃

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

図 性別 年相対生存率：胃

 
図 年齢別 年相対生存率：胃

 
 
図 分類治療前ステージ別
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図 観血的治療別 年相対生存率：
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３．大腸（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象 例のうち、 年以内に死亡して

いた者は 例、打ち切りが 例で、全体と

して生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみると、

男性が 、女性が であり、やや男性の

方が多かった。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と最も多く、次いで 歳代が

約 ～ であった。 分類治療前ステ

ージ別にみると、全体ではⅠ期が 、Ⅲ期が

と多く、ついてⅡ期が であった。男性

では、Ⅰ期が と最 も多 く、次いでⅢ期が

であった。また、女性ではⅢ期が と最

も多く、次いでⅠ期が であった。観血的治

療を受けた者は、全体で と男女ともに大きな

差はなかった。発見経緯を見ると、男女ともにがん

検診が約 、健康診断・人間ドックが、約 ～

であった。また、部位別にみると全体では結腸

が と半数以上を占めていた。また女性は男

性 と比 較 して、結 腸 の割合が高 かった （男 性

、女性 ）。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女ともほぼ同様であり、

全体として （ ＣＩ、 ）であった

（表 、図 ）。年齢別でみると、男女とも

に 歳以上を除き、どの年代においてもほぼ同

様の 前半であった（図 ）。ただし、 ～

歳では対象者数が少なく 信頼区間が広く

なっている点に留意する必要がある。

分類治療前ステージ別にみると、Ⅰ期では、約

～ と高く、病期が進むにつれて徐々に低くなり、

Ⅳ期では約 ～ ％であった（図 ）。また、

観血的治療を受けた者の 年相対生存率は男

女ともに約 ～ ％と高かった。ただし、観血的

治療を受けた者の半数以上がⅠ～Ⅱ期であった

のに対し、受けなかった者の 割がⅣ期であった。

また、 歳以上では観血的治療実施割合が他の

年代と比較して低かった（ 歳以上約 割、その

他約 割）。部位別では、結腸、直腸ともに

前半となり大きな差は認められなかった。集計対

象 施設の大腸、上皮内癌と登録されていた

例の 年相対生存率を見ると、 （

ＣＩ， ）と悪性新生物＜腫瘍＞と比較し

高くなっていた。

表 対象者の属性：大腸
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表 属性別 年相対生存率：胃

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

図 性別 年相対生存率：胃

 
図 年齢別 年相対生存率：胃

 
 
図 分類治療前ステージ別
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図 観血的治療別 年相対生存率：
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表 属性別 年相対生存率：大腸

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

部位

結腸

直腸

上皮内癌

集計対象 施設での上皮内癌患者 名（男性 、 女性 ）

 

 
図 性別 年相対生存率：大腸

図 年齢別 年相対生存率：大腸

図 分類治療前ステージ別

年相対生存率：大腸

 

 
図 観血的治療別 年相対生存率：大

腸
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全体 
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男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

部位

結腸

直腸
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３．大腸（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象 例のうち、 年以内に死亡して

いた者は 例、打ち切りが 例で、全体と

して生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみると、

男性が 、女性が であり、やや男性の

方が多かった。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と最も多く、次いで 歳代が

約 ～ であった。 分類治療前ステ

ージ別にみると、全体ではⅠ期が 、Ⅲ期が

と多く、ついてⅡ期が であった。男性

では、Ⅰ期が と最 も多 く、次いでⅢ期が

であった。また、女性ではⅢ期が と最

も多く、次いでⅠ期が であった。観血的治

療を受けた者は、全体で と男女ともに大きな

差はなかった。発見経緯を見ると、男女ともにがん

検診が約 、健康診断・人間ドックが、約 ～

であった。また、部位別にみると全体では結腸

が と半数以上を占めていた。また女性は男

性 と比 較 して、結 腸 の割合が高 かった （男 性

、女性 ）。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女ともほぼ同様であり、

全体として （ ＣＩ、 ）であった

（表 、図 ）。年齢別でみると、男女とも

に 歳以上を除き、どの年代においてもほぼ同

様の 前半であった（図 ）。ただし、 ～

歳では対象者数が少なく 信頼区間が広く

なっている点に留意する必要がある。

分類治療前ステージ別にみると、Ⅰ期では、約

～ と高く、病期が進むにつれて徐々に低くなり、

Ⅳ期では約 ～ ％であった（図 ）。また、

観血的治療を受けた者の 年相対生存率は男

女ともに約 ～ ％と高かった。ただし、観血的

治療を受けた者の半数以上がⅠ～Ⅱ期であった

のに対し、受けなかった者の 割がⅣ期であった。

また、 歳以上では観血的治療実施割合が他の

年代と比較して低かった（ 歳以上約 割、その

他約 割）。部位別では、結腸、直腸ともに

前半となり大きな差は認められなかった。集計対

象 施設の大腸、上皮内癌と登録されていた

例の 年相対生存率を見ると、 （

ＣＩ， ）と悪性新生物＜腫瘍＞と比較し

高くなっていた。

表 対象者の属性：大腸
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表 属性別 年相対生存率：大腸

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

部位

結腸

直腸

上皮内癌

集計対象 施設での上皮内癌患者 名（男性 、 女性 ）

 

 
図 性別 年相対生存率：大腸

図 年齢別 年相対生存率：大腸

図 分類治療前ステージ別

年相対生存率：大腸

 

 
図 観血的治療別 年相対生存率：大

腸
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男性 
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80歳以上 

70歳代 

60歳代 

50歳代 

40歳代 

15-39歳 

全体 
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不詳 

Ⅳ期 

Ⅲ期 

Ⅱ期 

Ⅰ期 

全体 

0 20 40 60 80 100

無 
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全体 
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男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

部位

結腸

直腸

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体
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４．肝臓（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

 

（１）生存状況把握割合

対象者は、 例で、その内 年以内に死

亡していた者は 例、打ち切り例が 例

であった。全体として、生存状況把握割合は

であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみ

ると、男性が 、女性が と男性が半数

以上を占めた。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と最も多く、次いで 歳

代が約 ～ となり、 歳代・ 歳代で対象

者の約 割を占めた。 分類治療前

ステージ別にみると、男女ともにⅠ期が約 ～

と最も多く、次いでⅡ期が約 ～ であっ

た。また、原発性肝癌取扱い規約（第 版に準

拠して登録）別にみるとⅡ期が約 ～ と最

も多く、Ⅰ期が約 ～ 、Ⅲ期が約 ～

であった。観血的治療を受けた者は、全体で

いた。男性と比較して、女性では観血的

治療を受けた者の割合がやや低かった（男性

、女性 ）。発見経緯を見ると、男女

ともに他疾患経過観察中が半数以上を占め

た。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女で大きな差はなく、

全体として （ ＣＩ、 ～ ）であっ

た（表 、図 ）。年齢別にみると、

～ 歳で 年相対生存率が とやや高く

なっているが、対象者数が 例と少なく、

信頼区間も ～ と広くなっていることを

考慮すると、 歳以上を除きどの年代において

も 年相対生存率はほぼ同様であった（図

）。 分類治療前ステージ別に

みると、男女ともにⅠ期では 以上で他のス

テージと比較して 年相対生存率が高くなって

いた（図 ）。臨床病期が進むにつれて、

年相対生存率は低くかった。原発性肝癌取扱

い規約別みても、Ⅰ期で 年相対生存率が最

も高く、病期が進むにつれて 年相対生存率

は低 くなる傾向があった（図 ）。

分類の結果と比較すると、取扱い規約で

はⅡ、Ⅲ期ともに生存率がやや高くなっている

が、ステージの分類方法からみて妥当と考えら

れた。観血的治療を受けた者の 年相対生存

率は、男女ともに高く、全体として （ ＣＩ、

～ ％）であった（図 ）。ただし、観

血的治療を受けた者の約半数が

分類治療前ステージがⅠ期であった。また、年

代別にみると 歳以上では観血的治療実施

割合が 未満と他の年代（ ～ ）よりも少

なかった。
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図 上皮内癌・悪性新生物＜腫瘍＞別

年相対生存率：大腸

図 結腸と直腸別 年相対生存率：大

腸
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４．肝臓（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

 

（１）生存状況把握割合

対象者は、 例で、その内 年以内に死

亡していた者は 例、打ち切り例が 例

であった。全体として、生存状況把握割合は

であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみ

ると、男性が 、女性が と男性が半数

以上を占めた。診断時の年齢は、男女ともに

歳代が約 ～ と最も多く、次いで 歳

代が約 ～ となり、 歳代・ 歳代で対象

者の約 割を占めた。 分類治療前

ステージ別にみると、男女ともにⅠ期が約 ～

と最も多く、次いでⅡ期が約 ～ であっ

た。また、原発性肝癌取扱い規約（第 版に準

拠して登録）別にみるとⅡ期が約 ～ と最

も多く、Ⅰ期が約 ～ 、Ⅲ期が約 ～

であった。観血的治療を受けた者は、全体で

いた。男性と比較して、女性では観血的

治療を受けた者の割合がやや低かった（男性

、女性 ）。発見経緯を見ると、男女

ともに他疾患経過観察中が半数以上を占め

た。

（３） 年相対生存率

年相対生存率は、男女で大きな差はなく、

全体として （ ＣＩ、 ～ ）であっ

た（表 、図 ）。年齢別にみると、

～ 歳で 年相対生存率が とやや高く

なっているが、対象者数が 例と少なく、

信頼区間も ～ と広くなっていることを

考慮すると、 歳以上を除きどの年代において

も 年相対生存率はほぼ同様であった（図

）。 分類治療前ステージ別に

みると、男女ともにⅠ期では 以上で他のス

テージと比較して 年相対生存率が高くなって

いた（図 ）。臨床病期が進むにつれて、

年相対生存率は低くかった。原発性肝癌取扱

い規約別みても、Ⅰ期で 年相対生存率が最

も高く、病期が進むにつれて 年相対生存率

は低 くなる傾向があった（図 ）。

分類の結果と比較すると、取扱い規約で

はⅡ、Ⅲ期ともに生存率がやや高くなっている

が、ステージの分類方法からみて妥当と考えら

れた。観血的治療を受けた者の 年相対生存

率は、男女ともに高く、全体として （ ＣＩ、

～ ％）であった（図 ）。ただし、観

血的治療を受けた者の約半数が

分類治療前ステージがⅠ期であった。また、年

代別にみると 歳以上では観血的治療実施

割合が 未満と他の年代（ ～ ）よりも少

なかった。
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図 上皮内癌・悪性新生物＜腫瘍＞別

年相対生存率：大腸

図 結腸と直腸別 年相対生存率：大

腸
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表 属性別 年相対生存率：肝臓

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

取扱い規約治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

取扱い規約治療前ステージが 期の者が若干名含まれる

図 性別 年相対生存率：肝臓

図 年齢別 年相対生存率：肝臓

 
図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：肝臓

 
図 取扱い規約治療前ステージ別 年相対生存

率：肝臓
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全体 
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表 対象者の属性：肝臓

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

取扱い規約治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

取扱い規約治療前ステージが 期の者が若干名含まれる
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表 属性別 年相対生存率：肝臓

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

取扱い規約治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

取扱い規約治療前ステージが 期の者が若干名含まれる

図 性別 年相対生存率：肝臓

図 年齢別 年相対生存率：肝臓

 
図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：肝臓

 
図 取扱い規約治療前ステージ別 年相対生存

率：肝臓
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表 対象者の属性：肝臓

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

取扱い規約治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

取扱い規約治療前ステージが 期の者が若干名含まれる

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

女性

男性

全体

0 20 40 60 80 100

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体
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全体
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80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体
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５．肺（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者

分類

治療前ステージ

以外

年齢

歳

 
 
（１）生存状況把握割合

集計対象は、 例で、そのうち 年以内に亡くな

っていた者は 例、打ち切りが 例で、全体とし

ての生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。性別にみると、男

性が 、女性が と男性が 割を占めた。診断

時の年齢は、男女ともに 歳代が約 ～ と最も多

く、次いで 歳代が約 であった。 分類

治療前ステージは、全体としてⅠ期が 、Ⅳ期が

、Ⅲ期が の順に多くなっていた。男性と比較

して、女性ではⅠ期の割合がやや多かった（男性 、

女性 ）。観血的治療を受けた者は、全体で

であり、男性と比較して女性では観血的治療を受けた

者の割合が多かった（男性 、女性 ）。発見経

緯を見ると、がん検診が男性で 、女性で 、健

康診断・人間ドックが男性で 、女性で であっ

た。また、組織型別にみると全体として小細胞癌が

含まれていた。女性より男性では、小細胞癌の割合が

やや多かった（男性 、女性 ）。

（３） 年相対生存率

全体での 年相対生存率は、 （ ＣＩ、 ～

）で、男女別にみると男性が （ ＣＩ、 ～

）、女性が （ ＣＩ、 ～ ）と女性のほ

うが高かった（表 、図 ）。年齢別にみると、

全体としては 歳代、 歳以上で男女ともに 年相対

生存率が低くなる傾向があるものの、その他の年代で

は大きな差は認められなかった（図 ）。ただし、

～ 歳では対象者数も少なく 年相対生存率の

信頼区間が広くなっている点に留意する必要がある。

分類治療前ステージ別にみると、全体でⅠ

期が と 年相対生存率が最も高く、病期が進むに

つれて 年相対生存率は低くなる傾向が認められた

（図 ）。 分類治療前ステージが同じで

あっても、男性と比較して女性では 年相対生存率が

高くなっていた。観血的治療を受けた者は、 年相対生

存率が 以上と高くなっていた（図 ）。ただし、

分類治療前ステージをみると、観血的治療

を受けた者の 割以上がⅠ期であり、受けなかった者

の約半数がⅣ期であった。また年代別にみると 歳以

上では が観血的治療を受けていなかった（他の年

代では約 割が観血的治療を受けていた）。小細胞癌

の 年相対生存率は、男女で大きな差は認められず、

それ以外の組織型と比較して 年相対生存率が低かっ

た（図 ）。

性別による 年相対生存率の差については、女性で

は 治療前ステージⅠ期の者、観血的治療

実施割合が男性よりも多かったことが考えられる（男性

、女性 ）。また同じ病期であっても、男性より

も女性において相対生存率が高い傾向があった。本集

計では小細胞癌とそれ以外に分けて 年相対生存率

を算出したが、その他の組織型については考慮してい

ない。男女における組織型の違いが 年相対生存率に

影響している可能性がある。さたに本集計結果からは、

対象者の喫煙率等の生活習慣については定かではな

いが、一般に女性よりも男性において喫煙率が高いこ

とも影響している可能性が考えられた。
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図 3-4-5 観血的治療別 5年相対生存率：肝臓 
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５．肺（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者

分類

治療前ステージ

以外

年齢

歳
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っていた者は 例、打ち切りが 例で、全体とし

ての生存状況把握割合は であった。
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性が 、女性が と男性が 割を占めた。診断

時の年齢は、男女ともに 歳代が約 ～ と最も多

く、次いで 歳代が約 であった。 分類

治療前ステージは、全体としてⅠ期が 、Ⅳ期が

、Ⅲ期が の順に多くなっていた。男性と比較
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）、女性が （ ＣＩ、 ～ ）と女性のほ

うが高かった（表 、図 ）。年齢別にみると、

全体としては 歳代、 歳以上で男女ともに 年相対

生存率が低くなる傾向があるものの、その他の年代で

は大きな差は認められなかった（図 ）。ただし、
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信頼区間が広くなっている点に留意する必要がある。

分類治療前ステージ別にみると、全体でⅠ

期が と 年相対生存率が最も高く、病期が進むに

つれて 年相対生存率は低くなる傾向が認められた

（図 ）。 分類治療前ステージが同じで

あっても、男性と比較して女性では 年相対生存率が

高くなっていた。観血的治療を受けた者は、 年相対生

存率が 以上と高くなっていた（図 ）。ただし、

分類治療前ステージをみると、観血的治療

を受けた者の 割以上がⅠ期であり、受けなかった者

の約半数がⅣ期であった。また年代別にみると 歳以

上では が観血的治療を受けていなかった（他の年

代では約 割が観血的治療を受けていた）。小細胞癌

の 年相対生存率は、男女で大きな差は認められず、

それ以外の組織型と比較して 年相対生存率が低かっ

た（図 ）。

性別による 年相対生存率の差については、女性で

は 治療前ステージⅠ期の者、観血的治療

実施割合が男性よりも多かったことが考えられる（男性

、女性 ）。また同じ病期であっても、男性より

も女性において相対生存率が高い傾向があった。本集

計では小細胞癌とそれ以外に分けて 年相対生存率

を算出したが、その他の組織型については考慮してい

ない。男女における組織型の違いが 年相対生存率に

影響している可能性がある。さたに本集計結果からは、

対象者の喫煙率等の生活習慣については定かではな

いが、一般に女性よりも男性において喫煙率が高いこ

とも影響している可能性が考えられた。
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図 性別 年相対生存率：肺

図 年齢別 年相対生存率：肺

図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：肺

図 観血的治療別 年相対生存率：肺

図 組織型別 年相対生存率：肺
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表 対象者の属性：肺

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

組織型

小細胞癌

小細胞癌以外

表 属性別 年相対生存率：肺

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

組織型

小細胞癌

小細胞癌以外
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図 性別 年相対生存率：肺

図 年齢別 年相対生存率：肺

図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：肺

図 観血的治療別 年相対生存率：肺

図 組織型別 年相対生存率：肺
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表 対象者の属性：肺

男性 女性 全体

対象者数 （ ） 対象者数 （ ） 対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

組織型

小細胞癌

小細胞癌以外

表 属性別 年相対生存率：肺

男性 女性 全体

生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間） 生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

組織型

小細胞癌

小細胞癌以外
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図 年齢別 年相対生存率：女性乳房

 
図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：女性乳房

図 観血的治療別 年相対生存率：女性乳房

図 上皮内癌と悪性新生物＜腫瘍＞別 年相対

生存率：女性乳房
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６．女性乳房（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

 
 
（１）生存状況把握割合

集計対象は、 例で、 年以内に亡くなっていた

者が 例、打ち切り者数が 例であった。全体と

して、生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。診断時の年齢をみ

ると、 ～ 歳代が 割以上を占めた。また、 歳未

満が 例含まれていた。 分類治療前ステ

ージ別にみると、Ⅰ期が 、Ⅱ期が であり、

Ⅰ・Ⅱ期で 割以上を占めた。また、観血的治療を受け

た者は、 割以上であった。発見経緯を見ると、がん検

診が約 、健康診断・人間ドックが約 であった。

（３） 年相対生存率

全体での 年相対生存率は、 （ ＣＩ、 ～

％）であった（表 ）。 年相対生存率は、どの

年代においても ～ であり、年代による大きな違い

は認められなかった（図 ）。 歳未満では、 年

相対生存率が であったが、対象者数が他の年代

と比較して少なく、 信頼区間が ～ と広かっ

た点に留意する必要がある。 分類治療前ス

テージ別にみると、 年相対生存率は、Ⅰ期でほぼ

となっており、Ⅱ期でも 以上と高くなっていた

（図 ）。観血的治療を受けた者の 年相対生存率

は を超えているのに対し、観血的治療を受けなか

った者では、 割弱にとどまった（図 ）。ただし、院

内がん登録では他施設で観血的治療が実施されてい

た場合でも、登録上は観血的治療無として登録される

ため、観血的治療無の者の相対生存率を過大評価し

ている可能性がある。

表 対象者の属性：女性乳房

対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

歳未満（再掲）

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

表 属性別 年相対生存率：女性乳房

女性

生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

歳未満（再掲）

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

上皮内癌

集計対象 施設での上皮内癌患者 例
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図 分類治療前ステージ別 年相対

生存率：女性乳房
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６．女性乳房（ ）

集計対象施設

全登録数

集計対象

施設数

症例区分

，

悪性新生物

＜腫瘍＞
除外者 分類治療前

ステージ 以外

年齢

歳

（１）生存状況把握割合

集計対象は、 例で、 年以内に亡くなっていた

者が 例、打ち切り者数が 例であった。全体と

して、生存状況把握割合は であった。

（２）対象者の属性

対象者の属性を表 に示す。診断時の年齢をみ

ると、 ～ 歳代が 割以上を占めた。また、 歳未

満が 例含まれていた。 分類治療前ステ

ージ別にみると、Ⅰ期が 、Ⅱ期が であり、

Ⅰ・Ⅱ期で 割以上を占めた。また、観血的治療を受け

た者は、 割以上であった。発見経緯を見ると、がん検

診が約 、健康診断・人間ドックが約 であった。

（３） 年相対生存率

全体での 年相対生存率は、 （ ＣＩ、 ～

％）であった（表 ）。 年相対生存率は、どの

年代においても ～ であり、年代による大きな違い

は認められなかった（図 ）。 歳未満では、 年

相対生存率が であったが、対象者数が他の年代

と比較して少なく、 信頼区間が ～ と広かっ

た点に留意する必要がある。 分類治療前ス

テージ別にみると、 年相対生存率は、Ⅰ期でほぼ

となっており、Ⅱ期でも 以上と高くなっていた

（図 ）。観血的治療を受けた者の 年相対生存率

は を超えているのに対し、観血的治療を受けなか

った者では、 割弱にとどまった（図 ）。ただし、院

内がん登録では他施設で観血的治療が実施されてい

た場合でも、登録上は観血的治療無として登録される

ため、観血的治療無の者の相対生存率を過大評価し

ている可能性がある。

表 対象者の属性：女性乳房

対象者数 （ ）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

歳未満（再掲）

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

空欄

観血的治療

有

無

発見経緯

がん検診

健康診断・人間ドック

他疾患経過観察中

その他・不明

表 属性別 年相対生存率：女性乳房

女性

生存率 （ 信頼区間）

全体

年齢

歳

歳代

歳代

歳代

歳代

歳以上

歳未満（再掲）

分類治療前ステージ

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

Ⅳ期

不詳

観血的治療

有

無

上皮内癌

集計対象 施設での上皮内癌患者 例

0 20 40 60 80 100

35歳未満

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

上皮内癌

悪性新生物<腫瘍＞

0 20 40 60 80 100

35歳未満

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

上皮内癌

悪性新生物<腫瘍＞

0 20 40 60 80 100

35歳未満

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

上皮内癌

悪性新生物<腫瘍＞

0 20 40 60 80 100

35歳未満

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

15-39歳

全体

0 20 40 60 80 100

不詳

Ⅳ期

Ⅲ期

Ⅱ期

Ⅰ期

全体

0 20 40 60 80 100

無

有

全体

0 20 40 60 80 100

上皮内癌

悪性新生物<腫瘍＞
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表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：全がん

集計対象

施設数

集計対象

者数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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年生存率集計 結果詳細（都道府県別）悪性新生物＜腫瘍＞、 歳

全がん及び部位別（胃、大腸、肝臓、肺、女性乳房）の 区分について、 年相対生存率を都道府県別に算出した。

なお、本集計は院内がん登録が開始後初めて 年相対生存率を推定したものであり、登録対象の見つけ出しや病期

分類の正確さ等登録データの精度上の問題、我が国における生存状況把握の困難さに伴う生存率の信頼性には依

然課題が残る。本集計データの精度は都道府県によっても異なる可能性があり、施設数が少ない都道府県のデータ

は、かなりの偏りあるいは不正確さが存在している可能性があり推定された生存率の解釈には注意を要する。一方で、

平成 年度第 回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会において議論があったように、都道

府県におけるがん対策の進捗状況を把握するために都道府県別の相対生存率集計結果の公表を望む声は多い。

そのため、ここでは参考値として施設所在地の都道府県別 年相対生存率の推計値を示した。また、各都道府県に

おける 年相対生存率を正しく解釈するためには、様々な予後に影響する要因についても合わせて検討する必要が

ある。そこで生存率に影響を与えることが予想される都道府県別の男女の割合、年齢分布、 分類治療前

ステージ（肝癌については、取扱い規約分類を含む）、観血的治療実施割合、発見経緯、肺については組織型の割

合及び地域における喫煙率（本集計対象者の喫煙率ではない）を合わせて提示した。都道府県別の集計結果を参

照する際には、都道府県単位の情報であっても、これらの要素・割合が異なる場合には生存率の推定値に影響を及

ぼすため、単純に本集計結果をもって当該都道府県のがん医療の優劣の評価にはつながらないことに留意されたい。

さらに、他府県と結果比較するためのものではないことを念頭に推定値を参照していただきたい。

集計対象は、前述のとおり全がんにおける悪性新生物＜腫瘍＞の生存状況把握割合が 以上の 施設を対

象とし、診断時の年齢が 歳以上 歳未満を集計対象とした。なお、都道府県別 年相対生存率の公表に際し、

平成 年度第 回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会での検討を踏まえ、集計対象施設が

都道府県内で 施設となる場合及び対象者が 例未満の場合は値を示していない。

本集計結果における留意点

上述のとおり、 年相対生存率の推定値は、集計対象者数・死亡者数、生存状況把握割合に依存する。各都道府

県の 年相対生存率の推定値の信頼性にはばらつきがある。さらに、一般に異なる集団での相対生存率を比較する

際には、対象集団の病期の分布、年齢構成（分布）、地域における医療提供状況、併存症の有無等を考慮する必要

がある。ここではがんによる生命損失の大きさをみるため相対生存率を算出した。しかしながら、対象集団の年齢構成

（分布）の違いにより生じる相対生存率の差については考慮できていない。年齢分布の違いを補正し、比較可能な生

存率を算出するため諸外国では標準がん患者年齢構成等の提案が提唱されているが、本集計ではこうした年齢分布

の違いを考慮するには至っていない。さらに、 年相対生存率を解釈においては、がんによる罹患率、死亡率も合わ

せてみていく必要がある。これらの留意点を踏まえ、 年相対生存率の推計値について参照していただきたい。
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表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：全がん

集計対象

施設数

集計対象

者数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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年生存率集計 結果詳細（都道府県別）悪性新生物＜腫瘍＞、 歳

全がん及び部位別（胃、大腸、肝臓、肺、女性乳房）の 区分について、 年相対生存率を都道府県別に算出した。

なお、本集計は院内がん登録が開始後初めて 年相対生存率を推定したものであり、登録対象の見つけ出しや病期

分類の正確さ等登録データの精度上の問題、我が国における生存状況把握の困難さに伴う生存率の信頼性には依

然課題が残る。本集計データの精度は都道府県によっても異なる可能性があり、施設数が少ない都道府県のデータ

は、かなりの偏りあるいは不正確さが存在している可能性があり推定された生存率の解釈には注意を要する。一方で、

平成 年度第 回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会において議論があったように、都道

府県におけるがん対策の進捗状況を把握するために都道府県別の相対生存率集計結果の公表を望む声は多い。

そのため、ここでは参考値として施設所在地の都道府県別 年相対生存率の推計値を示した。また、各都道府県に

おける 年相対生存率を正しく解釈するためには、様々な予後に影響する要因についても合わせて検討する必要が

ある。そこで生存率に影響を与えることが予想される都道府県別の男女の割合、年齢分布、 分類治療前

ステージ（肝癌については、取扱い規約分類を含む）、観血的治療実施割合、発見経緯、肺については組織型の割

合及び地域における喫煙率（本集計対象者の喫煙率ではない）を合わせて提示した。都道府県別の集計結果を参

照する際には、都道府県単位の情報であっても、これらの要素・割合が異なる場合には生存率の推定値に影響を及

ぼすため、単純に本集計結果をもって当該都道府県のがん医療の優劣の評価にはつながらないことに留意されたい。

さらに、他府県と結果比較するためのものではないことを念頭に推定値を参照していただきたい。

集計対象は、前述のとおり全がんにおける悪性新生物＜腫瘍＞の生存状況把握割合が 以上の 施設を対

象とし、診断時の年齢が 歳以上 歳未満を集計対象とした。なお、都道府県別 年相対生存率の公表に際し、

平成 年度第 回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会での検討を踏まえ、集計対象施設が

都道府県内で 施設となる場合及び対象者が 例未満の場合は値を示していない。

本集計結果における留意点

上述のとおり、 年相対生存率の推定値は、集計対象者数・死亡者数、生存状況把握割合に依存する。各都道府

県の 年相対生存率の推定値の信頼性にはばらつきがある。さらに、一般に異なる集団での相対生存率を比較する

際には、対象集団の病期の分布、年齢構成（分布）、地域における医療提供状況、併存症の有無等を考慮する必要

がある。ここではがんによる生命損失の大きさをみるため相対生存率を算出した。しかしながら、対象集団の年齢構成

（分布）の違いにより生じる相対生存率の差については考慮できていない。年齢分布の違いを補正し、比較可能な生

存率を算出するため諸外国では標準がん患者年齢構成等の提案が提唱されているが、本集計ではこうした年齢分布

の違いを考慮するには至っていない。さらに、 年相対生存率を解釈においては、がんによる罹患率、死亡率も合わ

せてみていく必要がある。これらの留意点を踏まえ、 年相対生存率の推計値について参照していただきたい。
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表 都道府県別部位の分布：全がん （つづき）

子宮

頚部

子宮

体部

子

宮
卵巣

前立

腺
膀胱

腎尿

路

脳神

経

甲状

腺

悪性

リン

パ腫

多発

性骨

髄腫

白血

病

その

他の

血液

その

他
全体

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別部位の分布：全がん

口腔

咽頭
食道 胃 結腸 直腸 肝臓

胆嚢

胆管
膵臓 喉頭 肺

骨軟

部
皮膚 乳房 全体

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木
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広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

（つづく）
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表 都道府県別部位の分布：全がん （つづき）
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表 都道府県別部位の分布：全がん

口腔

咽頭
食道 胃 結腸 直腸 肝臓

胆嚢

胆管
膵臓 喉頭 肺

骨軟

部
皮膚 乳房 全体

全体

北海道
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岩手

宮城
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（つづく）



50

Ⅳ　結果詳細（都道府県別）

51 
 

表 都道府県別年齢分布：全がん

歳
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手
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秋田
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表 都道府県別男女割合：全がん

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体
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愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：全がん

歳
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

代
（ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

50 
 

表 都道府県別男女割合：全がん

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別観血的治療実施割合：全がん

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

52 
 

表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：全がん

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別観血的治療実施割合：全がん

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

52 
 

表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：全がん

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄



54

Ⅳ　結果詳細（都道府県別）

55 
 

．胃

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：胃

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

54 
 

表 都道府県別発見経緯分布：全がん

がん検

診
（ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）

他疾患

経過観

察中

（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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．胃

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：胃

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別発見経緯分布：全がん

がん検

診
（ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）

他疾患

経過観

察中

（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：胃

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

56 
 

表 都道府県別男女割合：胃

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：胃

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

56 
 

表 都道府県別男女割合：胃

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別観血的治療実施割合：胃

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

58 
 

表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：胃

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄



59

Ⅳ　結果詳細（都道府県別）

59 
 

表 都道府県別観血的治療実施割合：胃

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：胃

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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．大腸

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：大腸

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

60 
 

表 都道府県別発見経緯分布割合：胃

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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．大腸

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：大腸

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別発見経緯分布割合：胃

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：大腸

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

62 
 

表 都道府県別男女割合：大腸

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：大腸

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別男女割合：大腸

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府家別観血的治療実施割合：大腸

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：大腸

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府家別観血的治療実施割合：大腸

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：大腸

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別部位別分布：大腸

結腸 （ ） 直腸 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

66 
 

表 都道府県別発見経緯分布：大腸

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）

他疾患

経過観

察中

（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別部位別分布：大腸

結腸 （ ） 直腸 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

66 
 

表 都道府県別発見経緯分布：大腸

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）

他疾患

経過観

察中

（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別男女割合：肝臓

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

68 
 

．肝臓 （ ）

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：肝臓

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別男女割合：肝臓

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

68 
 

．肝臓 （ ）

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：肝臓

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：肝臓

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：肝臓

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：肝臓

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：肝臓

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）
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広島
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徳島
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福岡

佐賀
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熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別観血的治療実施割合：肝臓

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体
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青森
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静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島
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福岡
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表 都道府県別取扱い規約治療前ステージ：肝臓

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体
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鹿児島

沖縄

取扱い規約のステージが 期と入っていた者がいた
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表 都道府県別観血的治療実施割合：肝臓
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表 都道府県別取扱い規約治療前ステージ：肝臓
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．肺 （ ）

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：肺

集計対象施

設数

集計対象者

数
死亡者数

打ち切り者

数

生存状況把

握割合（ ）

相対生存率

（ ）
ＣＩ
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表 都道府県別発見経緯分布：肝臓

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
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．肺 （ ）

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：肺
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表 都道府県別発見経緯分布：肝臓

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
（ ） その他 （ ） 全体 （ ）

全体
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表 都道府県別年齢分布：肺

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京
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富山
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岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別男女割合：肺

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知
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京都

大阪

兵庫

奈良
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岡山

広島

山口

徳島

香川
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高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別年齢分布：肺

歳
（ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ） 歳代 （ ）

歳

以上
（ ） 全体 （ ）

全体
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島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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表 都道府県別男女割合：肺

男性 （ ） 女性 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森
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宮城

秋田
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福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡
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表 都道府県別観血的治療実施割合：肺

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）

全体
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：肺

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄



79

Ⅳ　結果詳細（都道府県別）

79 
 

表 都道府県別観血的治療実施割合：肺
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：肺

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）

全体
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表 都道府県別肺小細胞癌割合：肺

小細胞癌以外 （ ） 小細胞癌 （ ） 全体 （ ）

全体
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表 都道府県別発見経緯分布：肺

がん検診 （ ）
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（ ）
他疾患経
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表 都道府県別肺小細胞癌割合：肺
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全体

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島
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表 都道府県別発見経緯分布：肺

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
（ ） その他 （ ） 全体 （ ）
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．女性乳房 （ ）

表 都道府県別生存状況把握割合と 年相対生存率：女性乳房

集計対象

施設数

集計

対象者数
死亡者数

打ち切り

者数

生存状況把
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（ ）
ＣＩ
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表 都道府県別喫煙率

男性（ ） 女性（ ） 全体（ ）
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表 都道府県別 分類治療前ステージ分布：女性乳房

Ⅰ期 （ ） Ⅱ期 （ ） Ⅲ期 （ ） Ⅳ期 （ ） 不詳 （ ） 空欄 （ ） 全体 （ ）
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表 都道府県別年齢分布：女性乳房
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表 都道府県別発見経緯分布：女性乳房

がん検診 （ ）

健康診

断・人間

ドック

（ ）
他疾患経

過観察中
（ ） その他 （ ） 全体 （ ）
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表 都道府県別観血的治療実施割合：女性乳房

無 （ ） 有 （ ） 全体 （ ）
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